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重点政策予算枠での要求

財産売却代
（土地、建物、有価証券売却代）

（別途）公債費等

平成23年度　局配分予算算定案

平成23年度算定（Ａ） 平成22年度当初（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）
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イ 交通局 主要事業の概要 

 

 経営課題に対応する 23 年度の主要事業  

経営課題１ さらなる安全性・利便性・快適性の向上 

 (達成目標)さらなる安全性の強化 

 お客さまに安心して地下鉄・ニュートラム・バスをご利用いただけるよう安全輸送を確保し、重大

事故・重大インシデントを撲滅するとともに犯罪を抑止する。そのため、業務執行態勢を不断に見

直すとともに、安全関連設備の整備に取り組むことで事故防止等につなげ、事故発生時等の被害を

最小限にする。 

 

 （1）安全管理体制の充実に向けた継続的な取組 

       ・地下鉄部門及び自動車部門における事故・トラブルの再発防止や未然防止に関するこれまでの取

り組みに加え、平成 22 年３月に発生した長堀鶴見緑地線の重大インシデントや谷町線の運行障

害を受け、意識調査等を通じて組織風土の実態を把握し、安全管理体制の充実へ向けた取り組み

を進める。 

                                      (１，７１７百万円) 

     （2）可動式ホーム柵の設置                      １，３０２百万円（高速鉄道事業会計） 

     プラットホームにおける軌道転落・接触事故対策として非常に有効な可動式ホーム柵の設置 

・長堀鶴見緑地線：門真南駅への可動式ホーム柵を設置 

・千日前線：車両改造及び自動列車運転のための信号設備の製作 

・御堂筋線：車両改造設計 

                                                           (２４８百万円) 

（3）地下鉄駅における防犯カメラの増設                           ２３８百万円（高速鉄道事業会計） 

  ・犯罪行為抑止のため、地下鉄駅に防犯カメラを増設する。 

 

                                                                 (１９百万円) 

（4）バスにおける事故の減尐                              ２０百万円（自動車運送事業会計） 

  ・バス車両にドライブレコーダーのカメラを１両当たり２基から４基へ増設し、得られた運転記録

等を活用した研修を実施し、より一層の安全運転を目指す。 
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経営課題２ 市営交通社会貢献等戦略プランの実施 

(達成目標)①３つの柱となる施策等 

本市の施策の重要な柱である「環境」「ひとにやさしい市営交通」「集客観光」の３つの施策を中心

に社会貢献施策を展開し、大阪の都市格の向上に寄与する。 

 

（1） 環境保全の取り組み 

       ・「市民協働ポイント」事業の実施                 １百万円（高速鉄道事業会計） 

本市と共同で「市民協働ポイント」事業を立ち上げ、ＩＣカード（ＯＳＡＫＡ ＰｉＴａＰａ）

を活用し、「市民協働」の活動に応じてポイント（ポイント原資の一部を交通局が負担）を付与す

る。 

                                                                 

   ・地下鉄車両工場の総合エコ化                               １１５百万円（高速鉄道事業会計） 

   緑木車両管理事務所の省エネ化・緑化で、地域・お客さまに親しまれる環境にやさしい施設を目指

す。 

                                                               

（2） ひとにやさしい市営交通 

  ・授乳室の提供                                              ５３百万円（高速鉄道事業会計） 

   乳幼児をお連れのお客さまにも安心して地下鉄を利用していただく。 

 

      ・明るい清潔感のある駅づくり                              ３４８百万円（高速鉄道事業会計） 

     駅の美装化、トイレの改良等、誰もが利用したいと思うような明るく清潔感のある快適な駅づく

りを進める。 

 

      ・液晶式旅客案内表示装置の設置       ９２百万円（自動車運送事業会計、高速鉄道事業会計：地下鉄車両を除く） 

     地下鉄駅で聴覚に障害のある方や海外からのお客さまへの情報提供を図る。バス車内に液晶表示

器を設置するとともに、液晶表示器を搭載した地下鉄新型車両を導入する。 

 

  （3）集客観光の取り組み 

      ・多言語案内コーナー（ｉコーナー）設置                        ３百万円（高速鉄道事業会計） 

  海外からのお客さまへの案内を充実し、不安解消と満足度向上を図り、リピーターを獲得する。 

 （23年度は５駅に設置） 

 

・他の交通事業者との共同ＰＲ等の実施                    ５０百万円（高速鉄道事業会計） 

   車内や駅構内などのＰＲ媒体を活用し、関西圏内・圏外の交通事業者との共同ＰＲおよび集客施

設やイベント等のＰＲを行うことで、大阪への集客誘致を図る。 
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(達成目標)②市営交通の戦略的展開 

       社会的ニーズに応じた料金施策や私鉄との連携強化などの戦略的施策を展開し、お客さまの立場に

たった新たなサービスの提供や社会一般への貢献を目指す。 

 

（1） 料金施策の取組 

    ・子育て 世帯の 応援を目指し、通学定期券の 20％値下げ（ＰｉＴａＰａ利用額割引マイスタイル

（学生）の上限額も 20％値下げ）を実施する。 

 

 ・大阪の都市政策・課題の解消に向けた料金サービスの拡充を検討する。 

 

 

 見直しを進める主な取組  

１ 職員数の削減 

(取組内容、目標)  

  事業の継続的・安定的な運営に必要な要員を確保しつつ、安全性の確保を前提とした効率化に引き続

き取り組むことなどにより、職員数の削減を図る。 

  平成 21年度末 6,901名⇒平成 27年度末 約 6,500名 

 

 

２ 外郭団体の改革 

(取組内容、目標)  

平成 27年度を達成年度とする本市の「新たな外郭団体改革計画」を踏まえ、 

① 外郭団体の統廃合の検討（23 年度以降３年以内を目途に㈱大阪メトロサービスと交通サービス㈱

との統合に取り組むなど） 

② 人的関与の見直し（派遣職員数を 22 年度の半数以下を目標に見直し、満 65 歳を超える本市ＯＢ

職員の雇用の 25年度初期での解消など） 

③ 財政的関与の見直し（委託料総額の 30％削減、競争性のない随意契約による委託料の 50％削減な

ど） 

に取り組む。 

 

 

３ アクションプランに基づくバス事業の経営改善の取組 

(取組内容、目標)  

  市営バス事業の改革プラン「アクションプラン」に基づき、 

① 徹底したコスト削減、増収対策（事業規模の３分の２までの管理委託の拡大、営業所の統廃合な

ど） 

② 事業規模・サービス水準の見直し（赤バスサービスの見直しを含めた路線再編など） 

③ 路線の責任分担の明確化（タイプ別の責任分担に応じた地下鉄事業からの繰入や一般会計からの

補助など） 

の３つを柱とする方策に取り組むことにより、平成 27年度までに収支の均衡を図る。 
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ウ　交通局　新規・拡充事業(主なもの)

○市営交通社会貢献等戦略プランの実施 ６６２ 百万円

・ 本市の施策の重要な柱である「環境」「ひとにやさしい市営交通」

「集客観光」の３つの施策を中心に社会貢献施策を展開し、大阪の

都市格の向上に寄与する。

(1)環境保全の取り組み

地下鉄車両工場の総合エコ化など

(2)ひとにやさしい市営交通

　 駅の美装化、トイレの改良等明るい清潔感のある駅づくりなど

(3)集客観光の取り組み

多言語案内コーナー（iコーナー）設置など

(  １，７１７ 百万円)

○可動式ホーム柵の設置 １，３０２ 百万円

・ 長堀鶴見緑地線

完了予定　２３年度

・ 千日前線

完了予定　２６年度

・ 御堂筋線

車両改造工事を実施

完了予定　３１年度　総事業費　２６１億円
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Ⅰ　「元気な大阪」実現に向け、重点的に取り組む主な経営課題

主な経営課題

Ⅱ　持続可能な行財政基盤構築に向け、見直しを進める主な取組

アクションプランに基づくバス事業の経営改善の取組
・市営バス事業の改革プラン「アクションプラン」に基づき、①徹底したコスト削減、増収対策（事業規模の3分の2までの管理委託の拡大、営業所の統廃合など）、②事業規模・サービ
ス水準の見直し（赤バスサービスの見直しを含めた路線再編など）、③路線の責任分担の明確化（タイプ別の責任分担に応じた地下鉄事業からの繰入や一般会計からの補助など）
の３つを柱とする方策に取り組むことにより、平成27年度までに収支の均衡を図る。

　安全の確保を最優先とする企業風土・文化を確立するとともに、常にお客さま視点にたったより便利で快適な
サービスを提供することにより、市民・お客さまから信頼・評価される公共交通機関を目指す。さらに「環境」、「ひ
とにやさしい市営交通」、｢集客観光｣を3つの柱とする社会貢献策や市営交通の戦略的展開に取り組むことに
よって、関西圏の中核を担う公共交通機関として、大阪や関西の発展に貢献していく。

　自らリーダーシップを発揮し、交通事業者の基本に立ち返り、安全に対する意識のさらなる醸成を図るとともに、より便利で快適な輸送サービスの提供と、改革型公営企業としての効率的な事業運営を着実に推進するとともに、
「市営交通社会貢献等戦略プラン」における３つの柱となる施策や新たな料金サービス、大阪市の関係局や私鉄との連携の強化などの市営交通の戦略的展開に取り組むことによって、市民・お客さまへ利益還元を行い、これま
で以上に企業としての社会的責任の遂行、社会一般への貢献に努めていく。バス事業については「アクションプラン」に基づき、中期的な収支均衡の実現に向け、着実に取組を進める。

平成２３年度　局運営の基本方針（どのように取り組むのか：局長の方針）

主な戦略 主な具体的取組（２３年度予算額）

取組項目

経営課題１
【１　さらなる安全性・利便性・快適性の向上】

平成27年度を達成年度とする本市の「新たな外郭団体改革計画」を踏まえ、①外郭団体の統廃合の検討（２３年度以降３年以内を目途に㈱大阪メトロサービスと交通サービス㈱との
統合に取り組むなど） ②人的関与の見直し（派遣職員数を22年度の半数以下を目標に見直し,満65歳を超える本市OB職員の雇用の25年度初期での解消など）③財政的関与の見直
し（委託料総額の30％削減、競争性のない随意契約による委託料の50％削減など）に取り組む。

平成２３年度　交通局運営方針（案）

　○「お客さま第一主義」のもと、より「安全」「便利」「快適」で「環境にやさしい」輸送サービスの提供
　○交通事業者・大阪市の一部局としての社会的責任の遂行や大阪市のまちづくりへの貢献
　○企業性を十分に発揮した自主・自立的な事業運営

局の目標（何をめざすのか） 局の使命（どのような役割を担うのか）
(局　長：　新谷　和英　）　　

【１－１－①・⑦安全管理体制の充実に向けた継続的な取組】
・ 地下鉄部門及び自動車部門における事故・トラブルの再発防止や未然防止に関するこれまでの取り組みに加え、平成22年3月に発生した長堀鶴見緑地線
の重大インシデントや谷町線の運行障害を受け、意識調査等を通じて組織風土の実態を把握し、安全管理体制の充実へ向けた取り組みを進める
【１－１－②可動式ホーム柵の設置】
・プラットホームにおける軌道転落・接触事故対策として非常に有効な可動式ホーム柵の設置〔1,302百万円〕
長堀鶴見緑地線：門真南駅への可動式ホーム柵を設置、千日前線：車両改造及び自動列車運転のための信号設備の製作、御堂筋線：車両改造設計
【１－１－⑤地下鉄駅における防犯カメラの増設】
・犯罪行為抑止のため、地下鉄駅に防犯カメラを増設する。　〔238百万円〕
【１－１－⑧バスにおける事故の減少】
・バス車両にドライブレコーダ－のカメラを１両あたり2⇒４基へ増設し、得られた運転記録等を活用した研修を実施し、より一層の安全運転を目指す。 〔20百万
円〕

【１－１　さらなる安全性の強化】
お客さまに安心して地下鉄・ニュートラム・バスをご利用いただける
よう安全輸送を確保し、重大事故・重大インシデントを撲滅するとと
もに犯罪を抑止する。そのため、業務執行態勢を不断に見直すととも
に、安全関連設備の整備に取り組むことで事故防止等につなげ、事故
発生時等の被害を最小限にする。

外郭団体の改革

【２－１　３つの柱となる施策等】
　本市の施策の重要な柱である「環境」「ひとにやさしい市営交通」
「集客観光」の３つの施策を中心に社会貢献施策を展開し、大阪の都
市格の向上に寄与する。

【２－１－①　環境保全の取り組み】
・「市民協働ポイント」事業の実施:　本市と共同で「市民協働ポイント」事業を立ち上げ、ＩＣカード(OSAKA PiTaPa）を活用し、「市民協働」の活動に応じてポイン
ト(ポイント原資の一部を交通局が負担）を付与する。〔1百万円〕
・地下鉄車両工場の総合エコ化： 緑木車両管理事務所の省エネ化・緑化で、地域・お客さまに親しまれる環境にやさしい施設を目指す。〔115百万円〕
【２－１－②　ひとにやさしい市営交通】
・授乳室の提供：乳幼児をお連れのお客さまにも安心して地下鉄を利用していただく。[53百万円]
・明るい清潔感のある駅づくり：駅の美装化、トイレの改良等、誰もが利用したいと思うような明るく清潔感のある快適な駅づくりを進める。〔348百万円〕
・液晶式旅客案内表示装置の設置：地下鉄駅で聴覚に障害のある方や海外からのお客さまへの情報提供を図る。バス車内に液晶表示器を設置するととも
に、液晶表示器を搭載した地下鉄新型車両を導入する。　[92百万円・地下鉄車両を除く]
【２－１－③　集客観光の取り組み】
・多言語案内コーナー（ｉコーナー）設置: 海外からのお客さまへの案内を充実し、不安感解消と満足度向上を図り、リピーターを獲得する。〔23年度は5駅に設
置３百万円〕
・他の交通事業者との共同ＰＲ等の実施：車内や駅構内などのＰＲ媒体を活用し, 関西圏内・圏外の交通事業者との共同PRおよび集客施設やイベント等のＰＲ
を行うことで、大阪への集客誘致を図る。〔50百万円〕

経営課題２
【２　市営交通社会貢献等戦略プランの実施】

【２－２　市営交通の戦略的展開】
　社会的ニーズに応じた料金施策や私鉄との連携強化などの戦略的施策を
展開し、お客さまの立場にたった新たなサービスの提供や社会一般への貢献
を目指す。

【２－２－①　料金施策の取組】
・子育て世帯の応援を目指し、通学定期券の20%値下げ（ＰｉＴａＰａ利用額割引マイスタイル（学生）の上限額も20％値下げ）を実施する。
　【公営地下鉄で最大の割引率】
・大阪の都市政策・課題の解消に向けた料金サービスの拡充を検討する。

職員数の削減
・事業の継続的・安定的な運営に必要な要員を確保しつつ、安全性の確保を前提とした効率化に引き続き取り組むことなどにより、職員数の削減を図る。
平成21年度末　6,901名⇒平成27年度末約 6,500名

取組内容

全体概要

様式１
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経営課題 具体的取組 業績目標（アウトプット） 前年度までの実績 全市的方針との関連

【１－１－①安全管理体制の充実に向けた継続的
取組の実施：地下鉄・ニュートラム】

・ 平成22年3月に発生した長堀鶴見緑地線の重
大インシデントや谷町線の運行障害を受け、職員
の意識調査等を通じて組織風土の実態を把握
し、安全管理体制の充実に向けた取り組みを進
める

・ 地下鉄・ニュートラム安全委員会を中心とした事
故・トラブル情報の共有化と再発防止・未然防止
に向けた各部門間の連携強化

・ 管理層に対する講演会等の実施

・ 監査部署が各部門の安全管理体制をチェック
する運輸安全内部監査の実施

・「地下鉄・ニュートラム安全報告書」をホーム
ページで公表。（毎年９月）

・国の運輸安全委員会の調査結果を踏ま
え、さらなる安全性向上を目指し、安全管
理体制の充実を図る

・継続的な取り組みとして、
①年度当初及び四半期ごとに年５回の各
委員会の実施と、専門的に検討を行う専
門部会等の実施
②年１回以上の外部講師等による講演会
の実施
③年１回の運輸安全内部監査の実施
　を継続的に取り組む

・長堀鶴見緑地線の重大インシデントにつ
いて調査対策委員会を設置し、背景要因
まで踏み込んだ詳細な原因究明と再発防
止対策を実施した

・４月、７月、10月、１月に部会及び委員会
を実施し、事故・トラブル情報の共有と対
策等の検討を実施、３月に運輸安全内部
監査結果の報告と、マネジメントレビューを
実施
・７月及び10月に外部講師を招き、局長以
下管理層約130名に対し講演会を実施
・11～12月にかけて、輸送の安全の確保
に関する規程等の遵守状況を中心に各部
門の安全管理体制を確認する運輸安全内
部監査を実施
・平成19年度以降、毎年９月に「地下鉄
ニュートラム安全報告書」を作成し、ホーム
ページで公表

【１－１－②可動式ホーム柵の設置】
　プラットホームにおける軌道転落・接触事故対
策として非常に有効な可動式ホーム柵の設置

・長堀鶴見緑地線
　門真南駅への可動式ホーム柵を設置

・千日前線
　車両改造及び自動列車運転のための信号設備
の製作を実施
・御堂筋線
　車両改造設計を実施
　
〔予算額　1,302百万円〕

・長堀鶴見緑地線
　門真南駅に設置
　(17駅中16駅→17駅　100%）
 
・千日前線（平成26年度に導入）
　車両改造を実施
　（17列車中2列車→6列車　35％）
・御堂筋線（平成31年度に導入）
　車両改造設計を実施

・長堀鶴見緑地線
　大正駅～鶴見緑地駅に設置
　（17駅中0駅→16駅）
・千日前線
　車両改造を実施
　（17列車中0列車→2列車）
・御堂筋線
　可動式ホーム柵導入に向けた車内信号
方式に関する調査を実施

〔21決算額　907百万円〕
〔22予算額　1,717百万円〕

【１－１－③各路線毎の運転指令所の統合化（輸
送指令所）】
・平成25年度までに、各路線毎に運行管理を行っ
ている運転指令を輸送指令所に統合し、危機管
理の強化、対外的な連絡体制の確立、システム
の一元管理等を図る。

〔予算額　2,334百万円〕

・四つ橋線運転指令の統合化（平成22年
度～24年度）
・千日前線運転指令の統合化（平成23年
度～平成25年度）に向けた発注

※御堂筋線、谷町線、中央線、堺筋線、
長堀鶴見緑地線、今里筋線の統合化は
完了

・16年度　御堂筋線・谷町線運転指令を統
合化
・18年度　中央線運転指令を統合化
　輸送指令所に今里筋線運転指令を建設
・21年度　長堀鶴見緑地線運転指令を統
合化
・22年度　堺筋線運転指令を統合化

　〔21決算額　　1,701百万円〕
　〔22予算額　　2,254百万円〕

Ⅰ　「元気な大阪」実現に向け、重点的に取り組む主な経営課題

戦略
【１－１　さらなる安全性の強化】
　
　お客さまに安心して地下鉄・ニュートラム・バスをご利用
いただけるよう、安全輸送の確保を徹底する。そのため、業
務執行態勢を不断に見直すとともに、安全関連設備の整備に
取り組むことで、事故防止につなげるとともに、事故発生時
の被害を最小限にする。

○重大な鉄道運転事故・重大インシデントの撲滅
○駅構内・車内での犯罪等の減少

○有責重大事故の撲滅
○運転手の責任事故（人身及び物損）発生件数を平成25年度
末までに、平成19年度実績（254件）を半減

【１　さらなる安全性・利便性・快適性の向上】

　１日に約２５０万人ものお客さまに利用いただい
ている交通事業者として、最大の使命である「安
全」を確保するため、安全対策・事故防止対策の
向上を図ってきた。さらに組織としての、安全を重
視する企業風土・文化を根付かせる取組を最優先
し、お客さまに安心して地下鉄・ニュートラム・バス
をご利用していただく。
　また、お客さまの視点に立った、誰もが便利で快
適なサービスを提供していくことによってお客さま
満足の向上に努める。

輸送の安全の確保を最優先
・安全性確保への投資額は過去５年累計で９００
億円を超えている。

今、何が課題で、その解決によっ

てどのような状態を目指すのか

課題解決に向け、どういった施策をいか

に展開するのか

戦略の実現に向け、23年度において、主にどのような

取組・事業を実施するのか

様式２

どのような成果を目指すのか（アウトカム）：地下鉄・ﾆｭｰﾄﾗﾑ

どのような成果を目指すのか（アウトカム）：バス
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経営課題 具体的取組 業績目標（アウトプット） 前年度までの実績 全市的方針との関連

Ⅰ　「元気な大阪」実現に向け、重点的に取り組む主な経営課題

戦略

今、何が課題で、その解決によっ

てどのような状態を目指すのか

課題解決に向け、どういった施策をいか

に展開するのか

戦略の実現に向け、23年度において、主にどのような

取組・事業を実施するのか

様式２
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【１－１－④安全関連設備投資】

シールド２次覆工の保全
　中央線シールドトンネル部において、コンクリー
トの落下防止を図るため、コンクリート面に補強用
のシート貼り付けを行う。今後も同様なシールド構
造物について調査ならびに補修工事を継続して
実施していく予定

　〔予算額　172百万円〕

・中央線深江橋～高井田～長田上り線
339.5ｍ実施予定
　平成22年度末　321.5ｍ
　（中央線高井田～長田　上り線完成）
　↓
　平成23年度末目標　661ｍ

中央線については平成24年度完了予定

平成22年10月現在
対象延長　　　1,494m
補修工事完了 773m(進捗率約52％)

〔21決算額　136百万円〕
〔22予算額　140百万円〕

高架構造物の保全
　御堂筋線・中央線高架部において、コンクリート
のクラックなどへの雨水等の浸透・劣化及び高架
橋下部へのコンクリート等の落下の防止、延命化
を図るため、コンクリート外面に補強用のシート及
び塗料の塗布を行う。

　〔予算額　747百万円〕

・御堂筋線・中央線高架部2,850ｍ施工
　22年度末5,929ｍ／8,779ｍ
　↓
　23年度末8,779ｍ／8,779ｍ　100％
　

平成22年度実績
対象延長　　　8,779m
うち施工完了　5,929m（進捗率約68%）

〔21決算額　1,047百万円〕
〔22予算額　886百万円〕

構造物の延命化対策
　建設後長期間が経過した構造物の適切なメンテ
ナンスを行うことにより延命化を図るため、工法等
の検討を実施する。

　〔予算額　70百万円〕

・工法選定のための調査

新規事業のため、実績なし

列車風の改善
　列車の入出駅時に発生する列車風が特に強い
15駅について改善を実施する。

　〔予算額　55百万円〕

・列車風の改善を立案するためのｼｭﾐﾚｰ
ｼｮﾝ調査を５駅実施

※目標年度  H23～25年の3年間で対策
方針を検討し、決定した駅から順次施工

平成22年度実績
中央線深江橋駅換気口設置

〔21決算額　3百万円〕
〔22予算額　117百万円〕

地上建物耐震対策
　地震災害時の人命の確保及び都市交通として
の機能保持のための整備。
　・北加賀屋乗務所など
〔予算額　141百万円〕

・地上建物耐震対策　４施設整備
　22年度末　74/85施設
　↓
　23年度末　78/85施設　92％
　目標年度　平成27年度

地上建物耐震対策
　21年度末までに68施設整備完了
  22年度末までに74施設整備完了予定
〔21決算額　　692百万円〕
〔22予算額　　1,263百万円〕

駅施設の安全対策
　建設後30年を超える駅舎が全体の半数を超え
ることから、駅施設の老朽に起因した事故の予防
対策、列車運行阻害の防止など、お客さまの安全
確保のための整備。
〔予算額　1,774百万円〕

・駅施設の安全対策　　６駅整備
　軌道天井・壁落下対策
　階段壁落下対策・出入口上屋老朽対策
　高架駅外壁落下対策等
　22年度末時点　22/43駅
　↓
　23年度末時点　28/43駅　65％
　目標年度　平成27年度（第1期分）

駅施設の安全対策
　21年度末までに22駅整備完了

〔21決算額　　646百万円〕
〔22予算額　1,890百万円〕

【１－１　さらなる安全性の強化】
　
　お客さまに安心して地下鉄・ニュートラム・バスをご利用
いただけるよう、安全輸送の確保を徹底する。そのため、業
務執行態勢を不断に見直すとともに、安全関連設備の整備に
取り組むことで、事故防止につなげるとともに、事故発生時
の被害を最小限にする。

○重大な鉄道運転事故・重大インシデントの撲滅
○駅構内・車内での犯罪等の減少

○有責重大事故の撲滅
○運転手の責任事故（人身及び物損）発生件数を平成25年度
末までに、平成19年度実績（254件）を半減

【１　さらなる安全性・利便性・快適性の向上】

　１日に約２５０万人ものお客さまに利用いただい
ている交通事業者として、最大の使命である「安
全」を確保するため、安全対策・事故防止対策の
向上を図ってきた。さらに組織としての、安全を重
視する企業風土・文化を根付かせる取組を最優先
し、お客さまに安心して地下鉄・ニュートラム・バス
をご利用していただく。
　また、お客さまの視点に立った、誰もが便利で快
適なサービスを提供していくことによってお客さま
満足の向上に努める。

輸送の安全の確保を最優先
・安全性確保への投資額は過去５年累計で９００
億円を超えている。

・在阪私鉄と比べても、総投資額に占める安全性
確保への設備投資の割合が高い。
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経営課題 具体的取組 業績目標（アウトプット） 前年度までの実績 全市的方針との関連

Ⅰ　「元気な大阪」実現に向け、重点的に取り組む主な経営課題

戦略

今、何が課題で、その解決によっ

てどのような状態を目指すのか

課題解決に向け、どういった施策をいか

に展開するのか

戦略の実現に向け、23年度において、主にどのような

取組・事業を実施するのか
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電気指令システムの整備
　平成24年度末までに、平成3年4月に運用開始
した電気指令システムを更新し、危機管理の強化
と、より効率的な電気設備の運用等を図る。

〔予算額　727百万円〕

・設備管理システム（換気、空調、信号、
通信設備の監視制御）の更新は完了した
が、23年度に一部の空調関係について
調整の確認が必要。

・電力管理システム（変電所監視制御）の
更新に伴う、中央処理装置、変電所側装
置を現地搬入し、調整試験を順次開始す
る。

・18年度　設備管理システムの中央装置
更新完了
・18～22年度　設備管理システムの被監
視所側装置更新完了

　〔21決算額 　　1,782百万円〕
　〔22予算額　　 1,359百万円〕

運転状況記録装置の整備
　技術基準の改正に伴い、地下鉄車両に運転状
況を記録する装置の設置が義務付けられたため
整備する。

[予算額　79百万円]

・運転状況記録装置の整備
（32列車整備）
　22年度予定84／220列車
　↓
　23年度予定116／220列車　53％
　28年度末までに全列車整備予定

・21年度までに513列車に整備完了
・22年度には33列車に整備し、219列車中
84列車整備完了予定
[21決算額　90百万円]
[22予算額　169百万円]

【１－１－⑤地下鉄駅における防犯カメラの増設】

　テロ等の犯罪行為の抑止のため、地下鉄駅に
おいて防犯カメラを増設する。

〔予算額238百万円〕

・防犯カメラの増設（20駅249台）
これにより、全133駅1,713台の防犯カメラ
の増設を完了する。
　22年度末113駅1,464台／133駅1,713台
　↓
　23年度末133駅1,713台／133駅1,713台
　100％
　目標年度　23年度

・平成21年度までに88駅1,242台の設置を
完了しており、平成22年度は25駅222台の
増設を行う予定である。
※平成21年度実績　13駅169台（133駅中
88駅）

〔21決算額150百万円〕
〔22予算額248百万円〕

ビジョンー防犯

【１－１－⑥火災対策設備整備の強化】

　乗降階段への防火シャッター整備、連結送水管
の敷設等を行う。

〔予算額　2,618百万円〕

火災対策設備整備　18駅整備
　22年度末　61/115駅
　↓
　23年度末　79/115駅　69％
　目標年度　平成25年度

・火災対策設備整備
　21年度末までに53駅整備完了
　22年度末までに61駅整備完了予定
〔21決算額　2,424百万円〕
〔22予算額　2,332百万円〕

【１－１－⑦安全管理体制の充実に向けた継続的
取組みの実施：バス】

・ 自動車部安全管理委員会を中心とした事故・ト
ラブル情報の共有化と再発防止・未然防止に向
けた各部門間の連携強化

・ 管理監督者に対する研修の実施

・全営業所等からの運行管理者等の参加によるリ
スク管理ＷＧの実施

・監査部署が各部門の安全管理体制をチェックす
る運輸安全内部監査の実施

・「市バス安全報告書」をホームページで公表。
（毎年7月）
　

・安全管理体制の確立に向け、
①安全方針に基づいた安全輸送の確保
の徹底
②事故・事故の芽情報の収集及び分析
並びにリスクの抽出による事故防止対策
への活用
③年1回の自動車部安全内部監査の実
施
　を継続的に取り組む。

・全営業所等からの運行管理者等の参加
によるリスク管理ＷＧの実施。
・11～12月にかけて、輸送の安全の確保
に関する規程等の遵守状況を中心に運
輸、整備部門の安全管理体制を確認する
内部監査を実施。
・平成19年度以降、毎年7月に「市バス安
全報告書」を作成し、ホームページで公
表。（HP公開は20年度から）

【１－１　さらなる安全性の強化】
　
　お客さまに安心して地下鉄・ニュートラム・バスをご利用
いただけるよう、安全輸送の確保を徹底する。そのため、業
務執行態勢を不断に見直すとともに、安全関連設備の整備に
取り組むことで、事故防止につなげるとともに、事故発生時
の被害を最小限にする。

○重大な鉄道運転事故・重大インシデントの撲滅
○駅構内・車内での犯罪等の減少

○有責重大事故の撲滅
○運転手の責任事故（人身及び物損）発生件数を平成25年度
末までに、平成19年度実績（254件）を半減

・在阪私鉄と比べても、総投資額に占める安全性
確保への設備投資の割合が高い。
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・ドライブレコーダーのカメラ増設（2台/1
両当たり）→（4台/1両当たり）全車完了
（赤バス除く）。
★22年度末数／719両中385両
→23年度末目標数／全車完了　100％

・運転手の意識の向上として、引き続き
「運転向上研修Ａ」、「運転向上研修Ｂ」に
取組んでいく。

【１－２－①　お客さまへの積極的な情報公開と
ニーズの把握】

　交通局ホームページのリニューアルや情報マガ
ジン「ﾉｯﾃ ｵﾘﾃ」を継続的な発刊など、積極的な情
報公開に取り組む。また、お客さま満足度調査
（試行）を実施するとともにお客さまからいただい
たご意見についても継続して施策に反映する取
組みを実施する。

・ホームページのリニューアル
　〔予算額 50百万円　※リニューアル前運営費含
む〕
・交通局の情報マガジン「ﾉｯﾃ ｵﾘﾃ」を継続発刊
〔予算額37百万円〕

・交通局ホームページのリニューアル
　動画等、新しい手法を活用した情報提
供や、見やすいデザインへの変更など、
交通局ホームページのリニューアルを実
施
　ＨＰへのアクセス数の増加

・情報マガジン「ﾉｯﾃ ｵﾘﾃ」を継続発刊
　年間6回の発刊

・お客さま満足度調査（試行）
　23年度は前年度実績がないため、試行
実施することとし、調査内容の検討及び
結果の精査を踏まえ、次年度以降に反映
できるよう検証する。

・お客さまのご意見等を局ポータルサイト
において情報共有化を図るとともに積極
的に施策に反映する

・ホームページのデザイン変更、バリアフ
リー対応（読み上げ・かな表示ツールの導
入）等のリニューアルを実施　平成19年度
〔21決算額 28百万円（運営費）〕〔22予算
額 36百万円（運営費）〕
・交通局の情報マガジン「ﾉｯﾃ オリテ」を創
刊　平成21年5月〔21決算額31百万円〕〔22
予算額41百万円〕
・お客さまのご意見等を施策に反映するた
め検討会議を設け、反映した事例をホー
ムページで掲載　平成22年2月掲載開始

【１－２－②】
お客さま満足度の向上
　 平成21年度から経営理念である「お客さま第一
主義」を全職員に浸透させるための取組としての
ＣＳ研修を実施。

 　経営理念である「お客さま第一主義」を
全職員に浸透させるための研修を実施。
　 観光で来られた方をはじめ、すべての
お客さまの満足度向上を図ります。

平成21年度
　課長級以上研修　４回実施　約120人参
加
　係長級研修　10回実施　約400人参加

平成22年度
　係員研修　30回実施　約1,000人参加
　（係員全体の15％）
　ＣＳ推進モデル所属を５所属で実施

ビジョンー文化・観光 ・
成長ー集客・観光

【１－２　利便性・快適性のさらなる向上】
　
　高度化、多様化する市民・お客さまニーズに的確にお応え
しながら、更なる利便性・快適性をお届けすることも交通事
業者としての重要な責務である。今後も、これまで市営交通
を支えていただいた方々や初めてご利用いただくお客さまに
至るまで、皆さまにご満足いただけるよう、お客さまの視点
に立ったサービスを提供し、誰もが便利で快適に利用できる
輸送サービスを追求することで、他の交通機関からの転換を
図る。

○サービス水準・お客さま満足度の向上
　お客さまニーズを直接的かつ正確に把握し、サービス改善
の優先順位の見極めや新たなサービスの開発等に取り組み、
お客さま視点に立ったサービス水準の向上を図る。

【１－１－⑧バスにおける事故の減少】

・バス車両にドライブレコーダ－のカメラを増設
し、得られた運転記録等を活用した研修を実施す
ることで、より一層の安全運転を目指す。

〔予算額　20百万円〕

・ドライブレコーダーのカメラ増設（2台/1両
当たり）→（4台/1両当たり）平成22年度改
造増設210両、新車購入25両、719両中累
積385両。

〔21決算額　14百万円〕
〔22予算額　19百万円〕

・事故惹起者を対象とした「運転向上研修
Ａ」
・ドライブレコーダーにおける「ドライバー月
報」の「安全運転」項目採点結果の基準点
に満たない運転手を対象とした「運転向上
研修Ｂ」の実施。

【１－１　さらなる安全性の強化】
　
　お客さまに安心して地下鉄・ニュートラム・バスをご利用
いただけるよう、安全輸送の確保を徹底する。そのため、業
務執行態勢を不断に見直すとともに、安全関連設備の整備に
取り組むことで、事故防止につなげるとともに、事故発生時
の被害を最小限にする。

○重大な鉄道運転事故・重大インシデントの撲滅
○駅構内・車内での犯罪等の減少

○有責重大事故の撲滅
○運転手の責任事故（人身及び物損）発生件数を平成25年度
末までに、平成19年度実績（254件）を半減

どのような成果を目指すのか（アウトカム）
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【１－２－③ＩＣカードサービスの利用促進】
　多機能性を活かしたＩＣカードサービスの充実を
図り、既に実施しているサービスの継続実施のほ
か、新規事業として「大阪あそぼ」事業とＩＣカード
(OSAKA　PiTaPa）との連携による「まち歩き」を実
施する。
　
・「OSAKA　PiTaPaで駅に着いたらエコタッチ」の
実施
　（予算額　10百万円）
・OSAKA　PiTaPaラリーの実施
　（予算額　5百万円）
・「大阪あそ歩」事業とＩＣカード(OSAKA　PiTaPa）
との連携による「まち歩き」の実施
　(予算額　26百万円）
・「スタッチクーポンサービス」の実施
　(予算額　10百万円）

・「OSAKA　PiTaPaで駅に着いたらエコ
タッチ」の実施
　地下鉄駅に設置している端末にＩＣカー
ド(OSAKA PiTaPa）をタッチしていただくこ
とにより、タッチ数に応じて交通局が環境
保全活動に貢献する事業を、継続して実
施する。
・OSAKA　PiTaPaラリーの実施
　ＩＣカード(OSAKA　PiTaPa）を活用した地
下鉄駅でのラリーを、継続して実施する。
・「大阪あそ歩」事業とＩＣカード(OSAKA
PiTaPa）との連携による「まち歩き」の実
施
　「大阪あそ歩」事業とＩＣカード(OSAKA
PiTaPa）との連携による「まち歩き」を新た
に実施する。
・「スタッチクーポンサービス」の実施
　ICカード(OSAKA　PiTaPa）を活用し、駅
周辺の店舗と連携した電子クーポンサー
ビスを継続して実施する。
　

・ＩＣカード(OSAKA　PiTaPa）を活用し、町
の緑化に貢献した。
　　(２１決算額　　8百万円）
　　(２２予算額　10百万円）

・ＩＣカード(OSAKA　PiTaPa）を活用し、地
下鉄駅でのラリーを実施した。
　　(２１未実施　　０万円）
　　(２２予算額　  5百万円）

・２３年度新規事業

・２２年３月に事業開始
　　(２１決算額　　2百万円）
　　(２２予算額　10百万円）

成長ー環境・エネ ・
ビジョンー安全・快適

成長ー集客・観光 ・
ビジョンー文化・観光 ・
ビジョンーこども

成長ー集客・観光 ・
ビジョンー文化・観光

成長ー集客・観光 ・
ビジョンー経済

【１－２－④お客さまサービスの向上】

地下鉄とバスの相互利用案内の改善
・地下鉄の出入口付近において、バス停留場位
置のわかりやすい案内を行う。

〔予算額10百万円〕

・市営バス事業の改革プラン「アクション
プラン」事業改革スケージュールに則り、
平成23年度中に15駅程度に展開する。

・平成21年度に試験的に都島駅・ドーム前
千代崎駅にて実施。
・平成22年度に２駅実施予定。

全ての駅に自動定期券発行機を導入
・自動定期券発行機を導入することで、定期券購
入の機会（場所・時間）を増やし、お客さまサービ
スの向上を図る。

〔予算額722百万円〕

・平成23年度内には、全ての駅に自動定
期券発行機を設置する。（127台）
　22年度末数（０台）
　↓
　23年度末目標数１２７／１８０台　71％
　※なお、平成25年度には自動定期券発
行機を追加設置する。（53台）
目標年度２５年度

・平成23年度の自動定期券発行機の設置
に向けて、仕様確定、設計に取り組んだ。

〔22予算額79百万円〕

お客さまの利用状況に応じた地下鉄運行ダイヤ
の設定
・お客さまの利用状況に応じたより使用しやすい
地下鉄の運行ダイヤを設定する

22年度実施した交通量調査の結果を調
査・分析し、お客さまの使用しやすい地下
鉄の運行ダイヤを検証する。

・より一層便利な乗継等を目指した運行ダ
イヤの検証を行うとともに、千日前線で
は、ホーム柵設置に伴うダイヤ変更実施
時においても、朝混雑時の一部で乗継利
便性を考慮したダイヤを反映することがで
きた。

【１－２　利便性・快適性のさらなる向上】
　
　高度化、多様化する市民・お客さまニーズに的確にお応え
しながら、更なる利便性・快適性をお届けすることも交通事
業者としての重要な責務である。今後も、これまで市営交通
を支えていただいた方々や初めてご利用いただくお客さまに
至るまで、皆さまにご満足いただけるよう、お客さまの視点
に立ったサービスを提供し、誰もが便利で快適に利用できる
輸送サービスを追求することで、他の交通機関からの転換を
図る。

○サービス水準・お客さま満足度の向上
　お客さまニーズを直接的かつ正確に把握し、サービス改善
の優先順位の見極めや新たなサービスの開発等に取り組み、
お客さま視点に立ったサービス水準の向上を図る。
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【１－２－⑤　エレベーターの整備】

　平成25年度末までに「他社線やバスターミナル
との乗換え経路」においてエレベーターを整備

〔予算額　2,403百万円〕
※本町駅を含む（負担金工事）

・梅田・淀屋橋・なんば・出戸駅の工事の
進捗を図る。（24年度 梅田駅完成予定）
残る３駅について設計の進捗及び工事発
注を行う。
※25年度全8駅完成予定

・ホームから地上までのエレベーターによ
るワンルート（133駅中132駅→133駅）
・地下鉄乗換えワンルート
（23駅中18駅→20駅）
・他社線やバスターミナルとの乗換え経路
（8駅中0駅→1駅）

〔21決算額　2,851百万円〕
〔22予算額　2,938百万円〕

【１－２－⑥　車内案内表示装置の設置】
　地下鉄、ニュートラム車内に車内案内表示装置
を整備

・地下鉄車両：平成25年度完了
・ニュートラム車両：平成27年度完了
[予算額　346百万円]

・地下鉄車内案内表示装置の設置
1,172/1,350両→1,252/1,360両　92％

・平成21年度までに1,086列車に整備完了
・平成22年度には86両に整備し、1,350両
中1,172両に整備完了予定

[21決算額　459百万円]
[22予算額　452百万円]

【１－２－⑦　誰もが利用しやすいノンステップバ
スの増車】

・バス車両のノンステップ化

〔予算要求額1,870百万円〕

バス車両のノンステップ化率
87.8％→100％（全車ノンステップ化）

21年度末：85.8％（719両中617両）
22年度末：87.8％

〔21決算額1,921百万円〕
〔22予算額  749百万円〕

【１－２－⑧ひとにやさしい車両】

・縦手すり設置、扉開閉予告灯、車内案内表示機
能追加、座席のバケットシート化により、利用しや
すい車両とする
[予算額　200百万円]

・千日前線及び堺筋線において、28両改
造

平成22年度に千日前線において8両整備
予定
〔22予算額58百万円〕

【１－２－⑨　広告付きﾊﾞｽｼｪﾙﾀｰの設置】
　バスの魅力を高めるため、大阪の街並みに溶
け込むデザインの広告付きバスシェルターを設
置。
　また広告料の収入により民間事業者がシェル
ターの整備を行うことで、設置・維持管理費用を
削減

設置基数については、民間事業者が設
置するものであるため当局が設置基数の
目標を設定できないが、事業者との調整
のうえＨ２２年度と同程度の３０基を目指
す。

Ｈ２１年度末３３基（総数）
Ｈ２２年度末６３基（予定）
Ｈ２２年１０末現在５基設置済

【１－２　利便性・快適性のさらなる向上】
　
　高度化、多様化する市民・お客さまニーズに的確にお応え
しながら、更なる利便性・快適性をお届けすることも交通事
業者としての重要な責務である。今後も、これまで市営交通
を支えていただいた方々や初めてご利用いただくお客さまに
至るまで、皆さまにご満足いただけるよう、お客さまの視点
に立ったサービスを提供し、誰もが便利で快適に利用できる
輸送サービスを追求することで、他の交通機関からの転換を
図る。

○サービス水準・お客さま満足度の向上
　お客さまニーズを直接的かつ正確に把握し、サービス改善
の優先順位の見極めや新たなサービスの開発等に取り組み、
お客さま視点に立ったサービス水準の向上を図る。
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経営課題 具体的取組 業績目標（アウトプット） 前年度までの実績 全市的方針との関連

【２－１－①　環境保全の取り組み】
　 地下鉄・バスは「環境にやさしい」交通機関であるが、
運行時にはエネルギーを使用するため、この事業自体
によって生じる環境負荷を最大限軽減する取組みを継
続・拡大するとともに、駅舎や車両工場自体も地球環境
にやさしい施設を目指し、地球環境に貢献できる施策を
展開する。またこうした施策に取り組むことで、環境啓発
につなげて、市民・お客さまの環境意識を醸成して、環
境保全に寄与する。

交通局独自の環境理念・環境方針の策
定
　 公営交通事業者として社会的責任を
明確にし、環境に配慮した事業運営を通
じて地球環境保全に貢献する。

環境負荷の目標値の設定
　 事業活動によって生じる環境負荷の
削減状況などを公表することで、市民・お
客さまに環境への取り組みを周知する。

  「大阪市環境基本計画」などとの整合を
図りながら、 平成２２年度に環境理念・環
境方針を策定する。

平成２２年度に環境負荷の削減項目、各
項目の削減目標値を設定し、２３年度以
降その達成に向けた各種事業活動に取り
組む。

   ・ 平成２３年度以降
　　　　達成状況を公表

  新規事業のため、実績なし

  新規事業のため、実績なし

  ビジョンー安全・快適 ・
  成長ー環境・エネ

ビジョンー安全・快適 ・
  成長ー環境・エネ

エコモデル駅を設置
　 大阪市が環境・エネルギー関連産業
等の誘致並びに「環境先進都市　大阪」
のモデル地区となるように取組んでいく
咲洲地区等臨海部において、同地区内
にある「コスモスクエア駅」をエコモデル
駅とし、総合エコ化を図る。

　〔予算額　11百万円〕

　緑化の推進、太陽光パネルの設置、照
明のＬＥＤ化などにより、駅の総合エコ化
に取り組むことで、地域住民・お客さまに
対して地球環境問題の啓発を図る。

　・平成２３年度
　　　コンセプトの策定・事業メニューの抽
　　出、選定等に必要な調査業務
　・平成２４年度
　　　条件の揃ったものから順次実施

  平成２２年度
  課題の検討や条件整理のために必要な
調査業務

  ビジョンー安全・快適 ・
  成長ー環境・エネ

　

地下鉄車両工場の総合エコ化
　 緑木車両管理事務所の省エネ化およ
び緑化により、地域住民・お客さまに親し
まれる地球環境にやさしい施設を目指
す。

　〔予算額　115百万円〕

　平成２３年度
　ソーラー型の防犯灯（３０基）設置
　実施施策の検討
　  　・太陽光パネル設置
　　  ・敷地内の緑化
　　  ・学習・見学スペースの設置
　　  ・ISO14001の取得

　総合エコ化　平成２８年度　完成予定

 
  平成２２年度
  場内防犯灯へのソーラーライトの試行設
置

  ビジョンー安全・快適 ・
  成長ー環境・エネ

Ⅰ　「元気な大阪」実現に向け、重点的に取り組む主な経営課題

戦略
【２－１　３つの柱となる施策等】
　本市の施策の重要な柱である「環境」「ひとにやさしい市
営交通」「集客観光」の３つの施策を中心に社会貢献施策を
展開する。

　

　

○市の一部局、また関西圏の交通事業者として、おおさか環
境ビジョンの取組に寄与する。

【参考数値目標】
　・2020年度までに市域の温室効果ガス排出量を1990年度比
で25％以上削減
　・2050年度までに市域の温室効果ガス排出量を1990年度比
で80％削減
　　〔おおさか環境ビジョン（中間とりまとめ）から抜粋〕

【２　市営交通社会貢献等戦略プランの実施】
　現在、地下鉄事業においては、これまでの経営
健全化の取組みなどによって、継続的に黒字を確
保しており、平成22年度末には、累積欠損金を解
消できる見込みとなっている。

　このような状況のもと、これまで着実に実施して
きた安全輸送や経営基盤の強化等の交通事業者
としての取組みに加え、大阪市の一部局としての
立場を活かした施策やこれまでにない発想に立っ
た新たな施策を展開することにより、市民・お客さ
まへ利益を還元するとともに、企業としての社会的
責任の遂行や、社会一般への貢献にも努めてい
く。

　こうした観点から、、市営交通を育てていただい
たお客さまへの利益還元策・また駅ナカスペース
の活用といった戦略的展開などにも取り組み、公
営交通事業者として関係局や民間事業者とも連携
しながら積極的に施策を展開し、あわせて効果的
かつ戦略的にＰＲや情報発信を行っていく。

・大阪市経済成長戦略(中間とりまとめ）より
重点戦略分野１　集客・観光
個性豊かな関西の都市との連携・協働により、大
阪・関西を訪れる中国などアジアを中心とした外
国人観光客の増加と滞在期間の延長をめざす。
・おおさか環境ビジョン（中間とりまとめ）より
理念
「低炭素社会の構築」「循環型社会の形成」「快適
な都市環境の確保」を基調として環境・エネルギー
分野を経済成長のエンジンとし、関西圏域の発展
に向けて周辺都市と広域的に連携することによっ
て、「環境が未来を拓く、環境先進都市大阪」をめ
ざすこととする。

今、何が課題で、その解決によっ

てどのような状態を目指すのか

課題解決に向け、どういった施策をいか

に展開するのか

戦略の実現に向け、23年度において、主にどのような

取組・事業を実施するのか

様式２

どのような成果を目指すのか（アウトカム）：環境

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移

解消

※ 累積欠損金

これまでの赤字の累積額を示す。
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経営課題 具体的取組 業績目標（アウトプット） 前年度までの実績 全市的方針との関連

Ⅰ　「元気な大阪」実現に向け、重点的に取り組む主な経営課題

戦略

今、何が課題で、その解決によっ

てどのような状態を目指すのか

課題解決に向け、どういった施策をいか

に展開するのか

戦略の実現に向け、23年度において、主にどのような

取組・事業を実施するのか

様式２

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移

「市民協働ポイント」事業の実施
　本市と共同で「市民協働ポイント」
事業を立ち上げる。
　ＩＣカード(OSAKA PiTaPa）を活用
し、「市民協働」の活動に応じてポイ
ント(ポイント原資の一部負担）を付
与する。
（予算額　1百万円）

[OSAKA　PiTaPaで駅に着いたらエコ
タッチ」の実施【再掲】
（予算額　10百万円）

　23年４～6月　システム開発
　23年７～24年3月　事業実施

　　地下鉄駅に設置している端末にＩＣ
カード(OSAKA PiTaPa）をタッチしていた
だくことにより、タッチ数に応じて交通局が
環境保全活動に貢献する事業を、継続し
て実施する。
　

  新規事業のため、実績なし

　　ＩＣカード(OSAKA　PiTaPa）を活用し、町
の緑化に貢献した。(平成21年度）
　　(２１決算額　　8百万円）
　　(２２予算額　10百万円）

エコパネル展の実施
　 公営交通事業者として、駅構内やイベ
ント等で環境保全への取組を写真やイラ
ストを使ったパネルの展示によるPRを実
施

　 〔予算額　2百万円〕

   心斎橋駅構内や市営交通フェスティバ
ル等のイベントにおいて実施。　年２回実
施

　
　心斎橋駅構内、市営交通フェスティバ
ル、市バス車庫見学会等で実施

ビジョンー安全・快適 ・
成長ー環境・エネ

駅構内広告を利用した環境施策のPR
    環境保全に取り組む企業と連携して、
駅構内などの広告を利用して企業の環
境保全の取り組みにかかるＰＲを支援す
る。また、その広告料の一部を本市の環
境施策等に還元

　 駅構内などの広告媒体を使用して企業
が環境保全にかかるＰＲを行う場合、広
告料金の割引を行うとともに、広告料から
本市の環境施策等へ還元

　 駅構内の看板、丸柱広告など環境保全
ＰＲに関する商品設定を行い、販売促進に
努めた。（22年10月、なんば駅構内で、大
阪ガスの環境保全の取組のＰＲを実施）

ビジョンー安全・快適 ・
成長ー環境・エネ

電車動力用大容量蓄電池の導入
　　地下鉄変電所に大容量蓄電池を設
置し、回生電車の回生電力を貯蔵して有
効利用することにより、電車動力用電力
消費の削減を図る。

　〔予算額　40百万円〕

・平成22年度に実施した谷町線 駒川変
電所実地検証結果を踏まえ、コンピュー
タ・シミュレーションにより導入効果を精緻
に、また総合的に検討を進める。

・当面、可動式ホーム柵設置予定の御堂
筋線および千日前線の変電所に順次導
入する。

 平成21～22年度に谷町線駒川変電所機
器老朽更新に合わせ大容量蓄電池の設
置工事を行ない、地下鉄営業線の実運用
環境下での諸効果を検証した。

[21決算額　114百万円]
[22予算額　94百万円]

ビジョンー安全・快適 ・
成長ー環境・エネ

地下鉄の新型省エネ車両導入
　 車両更新時に、新型省エネ車両３０００
０系 （ＶＶＶＦインバータ制御等車両）の
導入による省エネルギー化

　〔予算額　5,124百万円〕

   平成25年度までに非省エネ車両(谷町
線の30系車両）をすべて省エネ車両に更
新
　 平成23年度から平成30年度までに旧
型の省エネルギー車両（御堂筋線の10
系）を新型の省エネ車両に更新
　
　　　　　　　　　　　↓

   平成３０年度　１,２８０両全車
　　　　　　　　　新型省エネ車の導入完了

・平成21年度までに209列車を省エネル
ギー車両に置き換えた。
・平成22年度には２列車を省エネルギー車
両に置換え、219列車中211列車の置き換
え完了予定

[21決算額　1,367百万円]
[22予算額　2,165百万円]

ビジョンー安全・快適 ・
成長ー環境・エネ

【２－１　３つの柱となる施策等】
　本市の施策の重要な柱である「環境」「ひとにやさしい市
営交通」「集客観光」の３つの施策を中心に社会貢献施策を
展開する。

　

　

○市の一部局、また関西圏の交通事業者として、おおさか環
境ビジョンの取組に寄与する。

【参考数値目標】
　・2020年度までに市域の温室効果ガス排出量を1990年度比
で25％以上削減
　・2050年度までに市域の温室効果ガス排出量を1990年度比
で80％削減
　　〔おおさか環境ビジョン（中間とりまとめ）から抜粋〕

【２　市営交通社会貢献等戦略プランの実施】
　現在、地下鉄事業においては、これまでの経営
健全化の取組みなどによって、継続的に黒字を確
保しており、平成22年度末には、累積欠損金を解
消できる見込みとなっている。

　このような状況のもと、これまで着実に実施して
きた安全輸送や経営基盤の強化等の交通事業者
としての取組みに加え、大阪市の一部局としての
立場を活かした施策やこれまでにない発想に立っ
た新たな施策を展開することにより、市民・お客さ
まへ利益を還元するとともに、企業としての社会的
責任の遂行や、社会一般への貢献にも努めてい
く。

　こうした観点から、、市営交通を育てていただい
たお客さまへの利益還元策・また駅ナカスペース
の活用といった戦略的展開などにも取り組み、公
営交通事業者として関係局や民間事業者とも連携
しながら積極的に施策を展開し、あわせて効果的
かつ戦略的にＰＲや情報発信を行っていく。

・大阪市経済成長戦略(中間とりまとめ）より
重点戦略分野１　集客・観光
個性豊かな関西の都市との連携・協働により、大
阪・関西を訪れる中国などアジアを中心とした外
国人観光客の増加と滞在期間の延長をめざす。
・おおさか環境ビジョン（中間とりまとめ）より
理念
「低炭素社会の構築」「循環型社会の形成」「快適
な都市環境の確保」を基調として環境・エネルギー
分野を経済成長のエンジンとし、関西圏域の発展
に向けて周辺都市と広域的に連携することによっ
て、「環境が未来を拓く、環境先進都市大阪」をめ
ざすこととする。

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移
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経営課題 具体的取組 業績目標（アウトプット） 前年度までの実績 全市的方針との関連

Ⅰ　「元気な大阪」実現に向け、重点的に取り組む主な経営課題

戦略

今、何が課題で、その解決によっ

てどのような状態を目指すのか

課題解決に向け、どういった施策をいか

に展開するのか

戦略の実現に向け、23年度において、主にどのような

取組・事業を実施するのか

様式２

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移

バスの低公害車導入
　車両更新時に低公害車（ハイブリッドバ
ス）または低公害車（最新の排出ガス規
制適合車）に更新
　

　〔予算額　1,870百万円〕

　 排出ガス中に含まれるNoｘ（窒素酸化
物）やPM（粒子状物質）を低減するため、
平成２５年度末までにすべての車両を低
公害車（ハイブリッドバス）または低公害
車（最新の排出ガス規制適合車）に更新

各年度末におけるバス車両の低公害化
率

21年度末：78.6％（719両中565両）
22年度末：80.0％

〔21決算額　1,921百万円〕
〔22予算額  749百万円〕

ビジョンー安全・快適 ・
成長ー環境・エネ

バスのエコドライブを推進
　　前年度に引き続き指導を徹底、添乗
評価にも反映させることとし、あわせて今
後「ドライバー日報」の「エコドライブ」欄
の「アクセル操作」・「エンジン回転数」・
「空ぶかし」・「アイドリング」の各項目に
ついて、検証を実施、指導に活用

・アイドリングストップの徹底。
・エコドライブの推進。

・添乗評価において、「アイドリングストップ
の活用」といった加点項目を設け、運転手
の評価に反映した。
・アイドリングストップの徹底。
・エコドライブの推進。 ビジョンー安全・快適

バスのグリーン経営認証取得
　 「 交通エコロジー・モビリティ財団 」
が、一定レベル以上の環境改善の取り
組みを行っている運輸事業者に対して認
証を行う「グリーン経営認証」を取得する
ことにより、環境負荷の尐ない事業運営
を行う。

・認証項目に取り組むことにより、燃料費
や車両故障件数の削減等を図る

【認証項目】
・エコドライブの実施（促進）
・低公害車の導入
・適正な点検・整備の実施
・事務所（営業所）における環境保全の推
進　など

　 平成２２年度　認証取得予定

ビジョンー安全・快適

【２－１　３つの柱となる施策等】
　本市の施策の重要な柱である「環境」「ひとにやさしい市
営交通」「集客観光」の３つの施策を中心に社会貢献施策を
展開する。

　

　

○市の一部局、また関西圏の交通事業者として、おおさか環
境ビジョンの取組に寄与する。

【参考数値目標】
　・2020年度までに市域の温室効果ガス排出量を1990年度比
で25％以上削減
　・2050年度までに市域の温室効果ガス排出量を1990年度比
で80％削減
　　〔おおさか環境ビジョン（中間とりまとめ）から抜粋〕

【２　市営交通社会貢献等戦略プランの実施】
　現在、地下鉄事業においては、これまでの経営
健全化の取組みなどによって、継続的に黒字を確
保しており、平成22年度末には、累積欠損金を解
消できる見込みとなっている。

　このような状況のもと、これまで着実に実施して
きた安全輸送や経営基盤の強化等の交通事業者
としての取組みに加え、大阪市の一部局としての
立場を活かした施策やこれまでにない発想に立っ
た新たな施策を展開することにより、市民・お客さ
まへ利益を還元するとともに、企業としての社会的
責任の遂行や、社会一般への貢献にも努めてい
く。

　こうした観点から、、市営交通を育てていただい
たお客さまへの利益還元策・また駅ナカスペース
の活用といった戦略的展開などにも取り組み、公
営交通事業者として関係局や民間事業者とも連携
しながら積極的に施策を展開し、あわせて効果的
かつ戦略的にＰＲや情報発信を行っていく。

・大阪市経済成長戦略(中間とりまとめ）より
重点戦略分野１　集客・観光
個性豊かな関西の都市との連携・協働により、大
阪・関西を訪れる中国などアジアを中心とした外
国人観光客の増加と滞在期間の延長をめざす。
・おおさか環境ビジョン（中間とりまとめ）より
理念
「低炭素社会の構築」「循環型社会の形成」「快適
な都市環境の確保」を基調として環境・エネルギー
分野を経済成長のエンジンとし、関西圏域の発展
に向けて周辺都市と広域的に連携することによっ
て、「環境が未来を拓く、環境先進都市大阪」をめ
ざすこととする。

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移
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経営課題 具体的取組 業績目標（アウトプット） 前年度までの実績 全市的方針との関連

Ⅰ　「元気な大阪」実現に向け、重点的に取り組む主な経営課題

戦略

今、何が課題で、その解決によっ

てどのような状態を目指すのか

課題解決に向け、どういった施策をいか

に展開するのか

戦略の実現に向け、23年度において、主にどのような

取組・事業を実施するのか

様式２

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移

【２－１－②　ひとにやさしい市営交通】

　これまでのバリアフリー施策を充実しつつ、“子
育てバリアフリー”“情報バリアフリー”“心のバリ
アフリー”などをテーマに“すべての人にやさしい”
市営交通を目指すとともに、市民・お客さまとの意
見交換や積極的なＰＲを展開し、市営交通に対す
る理解や満足度の向上に努める。

授乳室の提供
乳幼児をお連れのお客さまにも安心して
地下鉄を利用していただけるよう駅に授
乳室を設置する。
[予算額　53百万円]

“子育てバリアフリー”
・試験的に2駅に設置

液晶式旅客案内表示装置の設置
・地下鉄駅に聴覚に障害のある方や海
外からのお客さまへの情報提供、運行状
況、サービス案内、外国語での案内情報
などを提供
[予算額　58百万円]
・バス車内に液晶表示器を設置
[予算額　34百万円]
・液晶表示器を搭載した地下鉄新型車両
を導入

“情報バリアフリー”
・システム等専門コンサルによる調査実
施
・ICカードのPRと連携したモニター設置に
よる実証実験の実施
・バス車内へのモニター設置(68両）
・液晶表示器搭載地下鉄新型車両４編成
導入

・実施済み事業者及び取扱企業等への調
査

明るい清潔感のある駅づくり
・誰もが利用したいと思うような明るく清
潔感のある快適な駅づくりを進める
〔予算額　348百万円〕

・平成22・23年度において、明るい清潔感
のある駅施設の改善仕様を検討後、工事
設計及び発注を行う。
　トイレのグレードアップ4駅
　駅の美装化等3駅
　トイレの環境改善(オストメイト化等）
　大規模清掃の見直し

・事業計画は平成22年度より。平成22年度
については仕様等の検討のみであるため
予算は未計上。

可動式ホーム柵
・軌道への転落及び接触事故対策として
設置
[予算額　1,302百万円]
【再掲】

長堀鶴見緑地線　門真南設置
千日前線　車両改造２→６列車
御堂筋線　車両改造設計

コミュニケーションボードの設置
・バス車両及び各駅改札(改札ボックス単位）にピ
クトグラム（絵文字）や多言語対応のコミュニケー
ションボードを設置し、障害のあるお客さまや海外
からのお客さま等との円滑なコミュニケーションを
図る。
　　〔予算額　1百万円〕【再掲】

事業所における交流促進
障害のある方とない方がお互いを理解しあい、共
に支えあう環境を作るため、事業所において交流
を進める。また、バス営業所や地下鉄車庫の見学
会等を活用し、職員と市民がともにバリアフリーに
対する意識の向上が図れる取組を行う。
　　〔予算額　6百万円〕

“情報バリアフリー”
お客さまの声の反映や多言語表記の拡
充等、コミュニケーションボードの更新を
行う

“心のバリアフリー”
・バス営業所（10か所）の見学会において
障害のある方とない方との交流を進め
る。
(各営業所年１回以上＝計10回以上)
・小学生を対象とした社会見学会におけ
るバリアフリーの意識向上への取組は継
続して実施

“情報バリアフリー”
H22新規事業
　〔H22予算額１百万円（運輸部で当局分
一括計上のため、参考）〕

“心のバリアフリー”
・これまでは小学生の社会見学における取
組が主。H21の取組実績は27校

○これまでのバリアフリー施策を充実しつつ、これまで市営
交通をご利用いただけなかった方にもご利用いただけるよう
な新たな施策を展開することで、市営交通のご利用、ひいて
は外出機会の増加につなげる。
・サービス水準やお客さま満足度の向上

どのような成果を目指すのか（アウトカム）：ひとにやさしい市営交通

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移
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経営課題 具体的取組 業績目標（アウトプット） 前年度までの実績 全市的方針との関連

Ⅰ　「元気な大阪」実現に向け、重点的に取り組む主な経営課題

戦略

今、何が課題で、その解決によっ

てどのような状態を目指すのか

課題解決に向け、どういった施策をいか

に展開するのか

戦略の実現に向け、23年度において、主にどのような

取組・事業を実施するのか

様式２

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移

エレベーター整備
・他社線やバスターミナルとの乗換え経
路等においてエレベーターを整備
[予算額　2,277百万円]
【再掲】

・梅田駅など１３駅に設置

総合案内板設置
・現在駅構内に分散配置している各種案
内を集約し、そこへ行けばすべての案
内、情報が得られるようにする。
[予算額　310百万円]

“情報バリアフリー”
・御堂筋線17駅と四ツ橋線大国町駅にて
整備予定。

・事業計画は平成22年度より。
　Ｈ22整備　江坂、新大阪、なかもず

〔22予算額117百万円〕
ビジョンー都心

ひとにやさしい車両
・縦手すり設置、扉開閉予告灯、車内案
内表示機能追加、座席のバケットシート
化により、利用しやすい車両とする
[予算額　200百万円]
【再掲】

・千日前線及び堺筋線において、28両改
造

平成22年度に千日前線において8両整備
予定
〔22予算額58百万円〕

ひとにやさしいバス
誰もが利用しやすいノンステップバスに
更新
[予算額　1,870百万円]
【再掲】

・車両更新63両

御堂筋線梅田駅北中階から中中階改札
外連絡通路設置
・当局駅施設へのアクセスと利便性向上
並びに大阪駅周辺地下街での動線確保
及び利便性向上のため、想定流動予測
調査の結果を踏まえて連絡通路の設置
を検討する。

・計画通路における、想定流動予測調査
研究委託
・平成23年度発注予定の想定流動予測
調査研究の結果より通路設置の可否の
結論付を実施する。

・事業計画は平成22年度より。平成22年度
については仕様等の検討のみで有るため
予算は未計上。

〔22予算額0百万円〕

ビジョンー都心

○これまでのバリアフリー施策を充実しつつ、これまで市営
交通をご利用いただけなかった方にもご利用いただけるよう
な新たな施策を展開することで、市営交通のご利用、ひいて
は外出機会の増加につなげる。
・サービス水準やお客さま満足度の向上

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移
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経営課題 具体的取組 業績目標（アウトプット） 前年度までの実績 全市的方針との関連

Ⅰ　「元気な大阪」実現に向け、重点的に取り組む主な経営課題

戦略

今、何が課題で、その解決によっ

てどのような状態を目指すのか

課題解決に向け、どういった施策をいか

に展開するのか

戦略の実現に向け、23年度において、主にどのような

取組・事業を実施するのか

様式２

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移

【２－１－③　集客観光の取り組み】

　大阪のまちの魅力発信に努めるとともに、関西
圏の方々のみならず他地域の方や海外からのお
客さまなど様々な方に大阪に訪れていただき、大
阪の活性化につなげていく。特に最近は中国や
韓国から多くの方に訪れていただいており、これ
らのお客さまをターゲットの中心にし、関係局や他
事業者と連携を図りながら、大阪への集客誘致に
おける市営交通として積極的に担うことができる
施策を展開する。

アジア等からの個人観光客の誘致
　 アジア等からの観光客、とりわけ個人
旅行ビザ取得規制緩和により今後増加
が見込まれる中国人観光客をターゲット
に大阪を拠点とした周遊と滞在を促す観
光客誘致を図る。

　〔予算額　2百万円〕

・平成２３年度
   ゆとりとみどり振興局が作製予定の「大
阪まちあるきガイドブック」の中国語版及
び英語版への協賛をし、大阪の認知度向
上を図り大阪を拠点とした周遊と滞在を
促す観光客誘致につなげる。

　新規事業のため、実績なし

ビジョンー文化・観光 ・
成長ー集客・観光

他の交通事業者との共同ＰＲ等の実施
　車内や駅構内など魅力的なＰＲ媒体を
活用し、 関西圏内・圏外の交通事業者と
の共同PRおよび本市集客施設や各種イ
ベント等のＰＲを行うことで、大阪への集
客誘致を図る。

　〔予算額　50百万円〕

・平成２３年度
   他の交通事業者や本市関係先とＰＲの
具体的な内容について検討、協議のう
え、実施

　 ＪＲ、ゆとりとみどり振興局と共同ＰＲを
実施
    （大阪の名所を紹介したＰＲ）

　 京阪、ゆとりとみどり振興局と共同ＰＲを
実施（光のルネサンス）

　 ＪＲ九州・西日本と共同ＰＲを実施予定
　　（九州新幹線全線開通）

ビジョンー文化・観光 ・
成長ー集客・観光

大阪を拠点とした周遊・滞在の誘致
　 海外から大阪への集客誘致を図るた
め、企画乗車券等の外国人向けＰＲを行
う。
　
　〔予算額　1百万円〕

駅を中心とした「まち歩き」の実施
　　「大阪あそ歩」事業とＩＣカード(OSAKA
PiTaPa）との連携による「まち歩き」を実
施する。

   企画乗車券等のＰＲ用チラシの多言語
化（英語版）

　　ＩＣカード(OSAKA　PiTaPa）を活用し
「まち歩き型ラリー」を実施する。

  新規事業のため、実績なし ビジョンー文化・観光 ・
成長ー集客・観光

ビジョンー文化・観光 ・
成長ー集客・観光

多言語案内コーナー（ｉコーナー）設置
　 海外からのお客さまへの案内を充実
することにより初めて訪問する際の不安
感の解消と満足度向上を図り、リピー
ターの獲得につなげる。

・平成２３年度
　多言語案内コーナー設置企画検討
　モデル駅５駅に試験導入
　
・平成２６年度末:ターミナル駅など
　　　　　　　　　　　６０駅に設置予定

・事業計画は平成22年度より。
　平成22年度については仕様等の検討の
みで有るため予算は未計上。

〔22予算額0百万円〕

ビジョンー文化・観光 ・
成長ー集客・観光

○市の一部局、また大阪都市圏の交通事業者として、大阪市
経済成長戦略「集客・観光」に寄与する。

【参考数値目標】
　・本市を訪れる訪日外国人数を年間６２５万人に増加
　・市内での訪日外国人の連泊数を平均１.７泊に延長
　　　〔大阪市経済成長戦略（中間とりまとめ）から抜粋］

どのような成果を目指すのか（アウトカム）：集客観光

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移
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経営課題 具体的取組 業績目標（アウトプット） 前年度までの実績 全市的方針との関連

Ⅰ　「元気な大阪」実現に向け、重点的に取り組む主な経営課題

戦略

今、何が課題で、その解決によっ

てどのような状態を目指すのか

課題解決に向け、どういった施策をいか

に展開するのか

戦略の実現に向け、23年度において、主にどのような

取組・事業を実施するのか

様式２

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移

案内の充実
　 障害のある方や海外からのお客さまな
ど、すべての方にとって地下鉄やバスが
使いやすい乗り物となるために案内を充
実することで、満足度の向上を図り、リ
ピーターの獲得につなげる

　〔予算額　1百万円〕

・平成２３年度
　 平成２２年度に配置するコミュニケー
ションボード（コミュニケーションボード「心
のやりとり」事業）に、外国人への対応内
容を検討し、イラストや多言語対応のボー
ドを追加する。
　
・ 大阪駅前バスターミナルにおける案内
表示のピクトグラムの充実
　平成26年度完成予定

・事業計画は平成23年度より。

ビジョンー文化・観光 ・
成長ー集客・観光

大阪の認知度向上
　 映画・ドラマのロケの積極的な誘致の
実施
　
　〔予算額　3百万円〕

・平成２３年度
　 ロケ受入れの条件を整理、ロケ誘致に
向けたＰＲ手法の調査研究を行う。
 　本市関係先（大阪ロケーション・サービ
ス協議会等）との情報連携を図り積極的
なロケ誘致を実施する
　※大阪ロケーション・サービス協議会
（構成＝大阪市、大阪府、大阪商工会議
所）は、平成12年に日本初のフィルム・コ
ミッションとして設立。国内外の映画、テレ
ビドラマ、コマーシャルフィルム等のロ
ケーション誘致や撮影に協力し、大阪で
のロケ地を観光プロモーションなどに活用
して、さらに大阪の知名度向上と集客の
強化にむけ活動を行っている

・　ロケ申込みや問い合わせがあった場
合、その都度、営業支障の有無などを担
当部署に確認して、対応の可否を調整。
・現状、実施実績なし。

ビジョンー文化・観光 ・
成長ー集客・観光

駅を中心としたまちの案内の充実
　 地下鉄駅を「まちなか観光案内所（ＯＳ
ＡＫＡ？たびなび）」登録し、観光情報や
交通案内等を提供する。

    地下鉄駅の「まちなか観光案内所（Ｏ
ＳＡＫＡ？たびなび）」登録を、現在５か所
（市営交通案内コーナー等）から主要駅
に拡大
   モデル駅での効果を検証し、拡充につ
いて可否を検討する。
　※まちなか観光案内所事業は、国内外
の個人旅行者が「まちなか」で「いつでも、
身近に、気軽に」立ち寄り、観光情報や道
案内のサービス等が受けられるように、
民間施設等と連携・協力を図る「ＯＳＡ
KA？たびナビ」の整備事業

　事業計画は平成22年度より。
　平成22年度モデル駅を選定して実施。

ビジョンー文化・観光 ・
成長ー集客・観光

○市の一部局、また大阪都市圏の交通事業者として、大阪市
経済成長戦略「集客・観光」に寄与する。

【参考数値目標】
　・本市を訪れる訪日外国人数を年間６２５万人に増加
　・市内での訪日外国人の連泊数を平均１.７泊に延長
　　　〔大阪市経済成長戦略（中間とりまとめ）から抜粋］

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移
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経営課題 具体的取組 業績目標（アウトプット） 前年度までの実績 全市的方針との関連

Ⅰ　「元気な大阪」実現に向け、重点的に取り組む主な経営課題

戦略

今、何が課題で、その解決によっ

てどのような状態を目指すのか

課題解決に向け、どういった施策をいか

に展開するのか

戦略の実現に向け、23年度において、主にどのような

取組・事業を実施するのか

様式２

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移

【2－２－①　料金施策の取組】
ア　子育て世帯の応援を目指し、地下鉄通学定期
券の値下げを実施し、公営地下鉄で最大の割引
率とする。

イ　大阪の都市政策・課題の解消に向けた料金
サービスの拡充を検討することとし、例えば、１駅
100円運賃、乗継時間の緩和など様々なサービス
について、運賃制度の公平性、収支への影響、駅
務機器等システム改造にかかる費用、私鉄等関
係先に与える影響などについて、十分な検証を
行ったうえ、具体策を検討する。

ア　通学定期券の20%値下げ
　ＰｉＴａＰａ利用額割引マイスタイル（学生）
の上限額を２０％値下げ

イ　目的と効果の検証、メリット・デメリッ
ト、実務上の課題など、様々な検証事項
を関係局とも連携しながら精査・検証して
いく手法（例えばアンケート調査や実証実
験など）について検討する。
　また、このような検討状況も踏まえ、短
距離区間の移動について、より低廉に公
共交通を利用いただけ、街の活性化にも
寄与するような施策として、どのような料
金サービスが考えられるのか種々検討す
る。

平成22年10月１日からPiTaPa利用額割引
の割引率をアップし、１回目のご利用から
10％（学生20％）オフとした（還元見込額
324百万円）

改革３－④・
ビジョン－こども

ウ　「スタッチクーポンサービス」の実施
　　　　(予算額　10百万円）
　　　　【再　　掲】

ウ　「スタッチクーポンサービス」の実施
　ICカード(OSAKA　PiTaPa）を活用し、駅
周辺の店舗と連携した電子クーポンサー
ビスを継続して実施する。

・　22年3月に事業開始
　　(21決算額　　2百万円）
　　(22予算額　10百万円） ビジョンー文化・観光 ・

成長ー集客・観光

【２－２－②　私鉄との連携強化】
ア　相互直通路線との連携
・相互直通路線との連携強化を図る。

　
　相互直通運転路線における私鉄との連
携強化を図り、お客さまサービスの向上
を検討する。

　
・平成21年度に堺筋線と阪急線の相互直
通運転40周年記念として、５月と12月に
「天下茶屋～嵐山」の直通運転を実施し
た。

ビジョンー文化・観光 ・
成長ー集客・観光

イ　新たな企画乗車券の開発・販売
関西圏内外からの顧客確保と需要喚起のため、
スルッとＫＡＮＳＡＩ加盟社局等と連携した新たな企
画乗車券の開発、販売を行う。
　　　　(予算額　2百万円）

・スルッとKANSAI加盟社局等と連携し、
新たな企画乗車券の開発、販売を行う。

ビジョンー文化・観光 ・
成長ー集客・観光

【２－２－③駅ナカ事業の積極的な展開】
　御堂筋線梅田駅、なんば駅、天王寺駅におい
て、駅ナカ事業の運営管理者を選定し、店舗計画
の策定を行う。

地下鉄駅構内での店舗展開による賃貸
料収入の確保

４駅７か所で公募による出店
　　・御堂筋線　新大阪駅（１店舗）
　　・御堂筋線　梅田駅（３店舗）
　　・御堂筋線　なんば駅（２店舗）
　　・御堂筋線　天王寺駅（１店舗）

御堂筋線梅田駅、なんば駅、天王寺駅に
おいて、駅ナカ事業を運営できる事業者の
提案募集を実施予定

ビジョンー安全・快適

【２－２　市営交通の戦略的展開】
　社会的ニーズに応じた料金施策や私鉄との連携強化などの
戦略的施策を展開し、お客さまの立場にたった新たなサービ
スの提供や社会一般への貢献を目指す。

①料金施策の取組
　社会的ニーズに応じた料金施策等を展開し、利益を還元。
 
　
②私鉄との連携強化
　相互直通区間の拡大など、私鉄との連携を強化し、効率的
な運営と利便性の向上

③駅ナカ事業の展開
　市民・お客さまへの、質の高いサービスの提供と収益向上
を図るため、駅の大規模改造工事にあわせて、御堂筋線梅
田、なんば、天王寺駅の３駅において本格的な「駅ナカ」事
業に取り組み、平成26年度までに店舗展開

④地域・社会との共生等
　（市民とのパートナーシップを築く様々な各種イベントを
通じて、市民・お客さまに親しまれる市営交通を目指すとと
もに、）地域の方・ハンディキャップのある方と共に働き共
に生き共に歩む、地域に身近な駅づくり等、住みたいまち大
阪への寄与

　
⑤海外への技術協力
　長年にわたり培ってきた技術、運営能力を活かした、海外
の都市鉄道の発展への寄与

どのような成果を目指すのか（アウトカム指標）

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移
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経営課題 具体的取組 業績目標（アウトプット） 前年度までの実績 全市的方針との関連

Ⅰ　「元気な大阪」実現に向け、重点的に取り組む主な経営課題

戦略

今、何が課題で、その解決によっ

てどのような状態を目指すのか

課題解決に向け、どういった施策をいか

に展開するのか

戦略の実現に向け、23年度において、主にどのような

取組・事業を実施するのか

様式２

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移

【２－２－④地域・社会との共生等】
地域・社会との共生を進めるため、駅構内スペー
スの活用や地域に身近な駅づくりなどの取組を進
める。また、市営交通に親しみを持っていただけ
るようなイベントを開催する。

ア　駅構内の空スペースの活用による、公共活動
への支援を行う。

イ　就職困難者への支援として、総合評価入札制
度の拡大を図る。

ウ　交通局の業務や取組みを子どもたちへ伝える
ことにより、公共交通への理解を深めることや、広
く社会を知っていただく機会とする。

ア　試行実施の状況や結果の検証等を
ふまえ、 駅構内の空きスペースを活用
し、公共活動を行う団体を支援

イ　知的障害者及び野宿生活者などと
いった、就職困難者を積極的に雇用する
業者に高い評価を与えるなど、委託業者
を総合的に判断する「総合評価入札制
度」による業務委託を、「地下鉄広告類取
替業務」と「バス広告類取替業務」に導入
する。

ウ 交通局職員が、児童・生徒を対象とし
て、現場作業や保守技術、交通局のバリ
アフリーに対する取組について、講義を
行う。

ア　平成22年度に試行として「有限会社
ビッグイシュー日本」及び「社会福祉法人
大阪市障害者福祉・スポーツ協会」の２団
体に空きスペースを提供

イ　H16～「交通局庁舎清掃業務」を「総合
評価入札制度」で業者選定

ビジョンー協働

ビジョンー協働

ビジョンーこども

エ　こども駅長体験イベントにより、公共交通への
理解や親しみを深めていただく。

オ　市営交通に親しみを持っていただくイベントを
様々に実施する。

カ　駅サポーター実施駅の拡大により、地域に身
近な駅づくりを図る。

エ　未来を担う子どもたちに「公共交通の
利用マナー」や「駅」の施設などについて
理解を深めていただき、市営交通や地下
鉄駅にもっと親しみをもっていただくこども
駅長体験イベントの実施（１年に１回程
度）

オ　市営交通に対する愛着と理解を深め
ていただくため、各種イベントを実施す
る。
　・「スタンプラリー」の実施
　　地下鉄を利用したスタンプラリーを、継
続して年１回実施する。（予算額　15百万
円）
　・「児童絵画コンクール」の実施
　　市営交通を題材に幼児、小学生を対
象として、年１回実施する。（予算額　6百
万円）
　・「市営交通フェスティバル」の実施
　　市営交通の利用促進を図るため、年１
回開催する。（予算額　10百万円）

カ　地域に身近な駅づくりの推進のため、
駅サポーター実施駅の拡大及び現在実
施している駅でのサポーター拡大を図る。

エ
・平成20年度　今里筋線井高野駅
・平成21年度　谷町線田辺駅
・平成22年度　長堀鶴見緑地線ドーム前千
代崎駅

オ
 ・開催期間…H21.7.18～8.31(H21年度)
　　　　（21決算額　10百万円）
　　　　（22予算額　10百万円）
　・.募集期間…Ｈ21.9.1～15(H21年度)
　　　　（21決算額　　1百万円）
　　　　（22予算額　　3百万円）
　・.開催日・場所…Ｈ21.11.8、緑木検車場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H21年度)
　　　　（21決算額　　5百万円）
　　　　（22予算額　　6百万円）

カ
・平成21年度から、4駅実施。
・平成21年4月　　御堂筋線長居駅
・平成21年5月　　長堀鶴見緑地線鶴見緑
地駅
・平成21年10月　中央線大阪港駅
・平成21年11月　堺筋線扇町駅

ビジョンーこども

ビジョンーこども

ビジョンー協働

【２－２　市営交通の戦略的展開】
　社会的ニーズに応じた料金施策や私鉄との連携強化などの
戦略的施策を展開し、お客さまの立場にたった新たなサービ
スの提供や社会一般への貢献を目指す。

①料金施策の取組
　社会的ニーズに応じた料金施策等を展開し、利益を還元。
 
　
②私鉄との連携強化
　相互直通区間の拡大など、私鉄との連携を強化し、効率的
な運営と利便性の向上

③駅ナカ事業の展開
　市民・お客さまへの、質の高いサービスの提供と収益向上
を図るため、駅の大規模改造工事にあわせて、御堂筋線梅
田、なんば、天王寺駅の３駅において本格的な「駅ナカ」事
業に取り組み、平成26年度までに店舗展開

④地域・社会との共生等
　（市民とのパートナーシップを築く様々な各種イベントを
通じて、市民・お客さまに親しまれる市営交通を目指すとと
もに、）地域の方・ハンディキャップのある方と共に働き共
に生き共に歩む、地域に身近な駅づくり等、住みたいまち大
阪への寄与

　
⑤海外への技術協力
　長年にわたり培ってきた技術、運営能力を活かした、海外
の都市鉄道の発展への寄与

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移
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経営課題 具体的取組 業績目標（アウトプット） 前年度までの実績 全市的方針との関連

Ⅰ　「元気な大阪」実現に向け、重点的に取り組む主な経営課題

戦略

今、何が課題で、その解決によっ

てどのような状態を目指すのか

課題解決に向け、どういった施策をいか

に展開するのか

戦略の実現に向け、23年度において、主にどのような

取組・事業を実施するのか

様式２

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移

キ　駅構内スペースを活用したイベント等の開催 キ　ゆとりとみどり振興局のパフォーマー
ライセンス制度の音楽部門を活用した、
ストリートミュージシャンによる演奏を心斎
橋駅構内で１ヶ月に１回開催する。

キ
<試行実施>
　平成20年７月に、ＯＳＡＫＡエンタフェスＩＮ
地下鉄の大道芸を心斎橋駅構内で開催し
た。
　平成20年10月に、ＭＩＮＡＭＩ ＪＡＺＺ ＷＡＬ
Ｋのプレイベントを心斎橋駅構内で開催し
た。
　平成２１年度に、ゆとりとみどり振興局の
パフォーマーライセンス制度の音楽部門を
活用した、ストリートミュージシャンによる演
奏を心斎橋駅構内で9月以降、5回開催し
た。

<本格実施>
　平成22年度から、ゆとりとみどり振興局
のパフォーマーライセンス制度の音楽部門

ビジョンー文化・観光

【２－２－⑤　海外への技術協力】

ベトナム・ホーチミン市都市鉄道建設への協力
・ホーチミン市都市鉄道1号線事業に対し、鉄道技
術や運営保守に精通した職員を派遣して指導・支
援を行うことにより、開業に向けて協力していく。

・技術指導や総合調整、運営保守会社設
立支援等の協力を行うため、職員1名を
長期派遣する。

・国からの協力要請を受けて、平成18年度
から職員を派遣し、運輸・保守部門の技術
指導や基本設計・入札準備への支援等を
行ってきた。

【２－２　市営交通の戦略的展開】
　社会的ニーズに応じた料金施策や私鉄との連携強化などの
戦略的施策を展開し、お客さまの立場にたった新たなサービ
スの提供や社会一般への貢献を目指す。

①料金施策の取組
　社会的ニーズに応じた料金施策等を展開し、利益を還元。
 
　
②私鉄との連携強化
　相互直通区間の拡大など、私鉄との連携を強化し、効率的
な運営と利便性の向上

③駅ナカ事業の展開
　市民・お客さまへの、質の高いサービスの提供と収益向上
を図るため、駅の大規模改造工事にあわせて、御堂筋線梅
田、なんば、天王寺駅の３駅において本格的な「駅ナカ」事
業に取り組み、平成26年度までに店舗展開

④地域・社会との共生等
　（市民とのパートナーシップを築く様々な各種イベントを
通じて、市民・お客さまに親しまれる市営交通を目指すとと
もに、）地域の方・ハンディキャップのある方と共に働き共
に生き共に歩む、地域に身近な駅づくり等、住みたいまち大
阪への寄与

　
⑤海外への技術協力
　長年にわたり培ってきた技術、運営能力を活かした、海外
の都市鉄道の発展への寄与

2,933 億円

1,137 億円

1,098 億円
902 億円

691 億円
466 億円

342 億円

53 億円

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

累積欠損金の推移

22



経営課題 具体的取組 業績目標（アウトプット） 前年度までの実績 全市的方針との関連

【３　大阪市のまちづくりへの貢献】
　100年以上の長きに亘り、市営交通は大阪市の
基幹的都市基盤施設として、市内だけにとどまら
ず関西圏の都市活動を支える役割を果たしてい
る。今後とも、大阪市のまちづくり施策とも連携し
ながら、地下鉄網を基幹とし、バスで補完する市
営交通ネットワークを形成する。

地下鉄第８号線の延伸について、今後の
交通局を取り巻く経営環境は楽観視でき
ない状況にあり、また、大阪市の財政は危
機的な状況にあることから、引き続き慎重
に検討することとした。

－

Ⅰ　「元気な大阪」実現に向け、重点的に取り組む主な経営課題

戦略

○近畿地方交通審議会答申第８号
　「京阪神圏において、中長期的に望まれる鉄道
ネットワークを構成する新たな路線」のうち、地下
鉄路線
　・大阪市交８号線延伸（今里～湯里六丁目）
　・大阪市交７号線延伸（大正～鶴町）

○大阪市交通事業の設置等に関する条例
　計画路線に組み込んでいる９路線153㎞のうち、
未着手となっている路線
　・第８号線延伸（今里～湯里六丁目）
　・第７号線延伸（大正～鶴町）
　・敷津長吉線（住之江公園～喜連瓜破）
　・第５号線延伸（南巽～弥刀方面）

○地下鉄第８号線（今里・湯里六丁目間）の早期
整備を求める決議
　平成22年10月13日の市会において、全会一致
で決議
（前略）
　大阪都市圏の鉄道ネットワークは、これまでの取
り組みにより整備が進んできたところであるが、安
全で快適な市民生活や都市活動を支えるために
も、引き続き「近畿地方交通審議会答申第８号」や
「大阪市交通事業の設置等に関する条例」におけ
る計画路線の整備拡充に向けた取り組みが必要
である。
　なかでも、市営地下鉄の次期整備路線として位
置づけられている地下鉄第８号線（今里・湯里六
丁目間）は、大阪市東南部地域の交通問題を解
消するとともに、同地域のまちづくりや活性化に資
するものである。
　以上のように、鉄道整備は本市のまちづくりや環
境対策などの観点から重要な施策であると考える
ので、平成２２年度末で累積欠損が解消すること
となっている地下鉄事業の経営状況も踏まえつ
つ、引き続き、本市の財政収支の状況を見きわ
め、地下鉄第８号線（今里・湯里六丁目間）の早期
整備に努められることを強く要望する。

【３－１　地下鉄・ニュートラムネットワークの整備】
大阪市のまちづくり施策と連携をとり、地下鉄･ニュートラム
ネットワークとして必要な路線について、今後の交通局を取
り巻く経営環境や大阪市の財政状況を十分勘案して事業を推
進。
（成果指標）

【３－１－①　地下鉄第８号線の延伸】
地下鉄第８号線の延伸は、本市のまちづくりに必
要な都市基盤施設として重要で、地下鉄ネット
ワークを形成する路線として、「大阪市交通事業
の設置等に関する条例」の計画路線に組み込ん
でおり、沿線のまちづくりや地域の交通問題の解
消の観点からは必要性が高いことから、次期整
備路線として取り組む。

地下鉄事業の経営環境は依然として厳し
い状況が続くと考えられることや、国・本
市とも非常に厳しい財政状況にあること
を十分踏まえつつ、また、10月13日の市
会において早期整備を求める決議が全
会一致でなされた事実を認識したうえで、
検討する。

今、何が課題で、その解決によっ

てどのような状態を目指すのか

課題解決に向け、どういった施策をいか

に展開するのか

戦略の実現に向け、23年度において、主にどのような

取組・事業を実施するのか

様式２
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【施策・事業内容・手法の見直し・再構築】

取組項目
新たな市政改
革との関連

取組の方針・目標内容
（いつまでにどのようなことをめざして取り組むのか）

平成23年度の取組内容

①土地信託事業の今後の取組 ①住之江用地土地信託事業（オスカードリーム）の総括に基づき、受託銀行の責任追及等を実行していく。
（達成目標）
  ＜経営改善＞
　　信託期間中、経常収支の黒字化はもとより、借入金総額の縮減、予定していた事業配当金の享受を目指す。
　＜訴訟＞
　　・本市から受託銀行への請求（事業配当金請求訴訟）については、全面認容を勝ち取ること
　　　　※0円→約36億円と遅延損害金
　　・受託銀行から本市への請求（費用補償請求訴訟）については、請求棄却とされること
　　　　※約276億円と遅延損害金→0円

（取組内容）
　受託銀行に対し、信託契約終了時まで受託者として施設の管理運営及び収支改善に全力を挙げるよう強く要請
するとともに、受託銀行に対する責任追及として、これまで受け取るべき事業配当金を求めて平成20年5月23日付
けで訴訟を提起している。なお、受託銀行も事業運営に伴う借入金を立替金処理したとして、本市を相手取り費用
補償請求訴訟を提起している。
　交通局としては、司法の場において本市の考え方を最大限主張し、市民・お客さまが納得できる解決策が得られ
るよう取り組んでいく。
　
（目標）
  ＜経営改善＞
　　経常収支単年度黒字は、平成20年度に達成したが、23年度についても引き続き黒字幅の拡大を目指す。
　＜訴訟（原級審）＞
　　・本市から受託銀行への請求（事業配当金請求訴訟）については、全面認容を勝ち取ること
　　・受託銀行から本市への請求（費用補償請求訴訟）については、請求棄却とされること

②一般会計からの繰入金の見直し ②効率的な運営や資本コストの抑制に取り組むことにより、経常費用や投資費用にかかる繰入金を縮減し、大
阪市財政に貢献するとともに、経費負担の原則を踏まえながら、一般会計からの助成に頼らない自主・自立の経
営を目指す。
　（達成目標）一般会計からの繰入金
　　　地下鉄事業 平成21年度決算 　154億円→平成27年度104億円
　　　バス事業　  平成21年度決算 　 　8億円→平成27年度　 6億円

②一般会計繰入金の縮減
　　　地下鉄事業 平成18年度決算 　237億円 → 平成23年度予算   153億円
　　　バス事業　  平成18年度決算 　 11億円 → 平成23年度予算    10億円

Ⅱ　持続可能な行財政基盤構築に向け、見直しを進める主な取組 様式３

237億円

140億円

153億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

地下鉄事業

11億円

10億円

10億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

バス事業
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【組織・体制の見直し・再構築】

取組項目
新たな市政改
革との関連

取組の方針・目標内容
（いつまでにどのようなことをめざして取り組むのか）

平成23年度の取組内容

①経営形態の研究・検討 改革３－④ 　市民・お客さまに最適なサービスが提供できる経営形態について、地方公営企業、株式会社、上下分離方式な
どさまざまな経営形態について研究・検討を行う

　事例調査や各経営形態のメリット・デメリットの整理など、経営形態について調査研究を行う。

②組織の見直し 　「新たな市政改革基本方針」に掲げられている管理職ポストの削減など組織見直しに関する考え方を踏まえな
がら、交通事業者としてより企業性が発揮できるよう業務執行体制を構築していく。

　「新たな市政改革基本方針」に掲げられている管理職ポストの削減など組織見直しに関する考え方を踏まえなが
ら、交通事業者としてより企業性が発揮できるよう業務執行体制を構築していく。
＜具体的取り組み＞
・　広報体制の強化

③人事の見直し ・将来にわたって交通局を支える優秀な人材の養成

・職種･職域にとらわれない人材の活用や現業職員の幹部職員への登用

・退職者の推移を踏まえて、本市や他都市の事例を参考に再任用職員の活用を検討する。

・交通局に配属される新規採用の人事委員会採用職員が交通事業を担ううえで、特に必要な知識を習得できる人
事ローテーションや配置を継続的に行っていく。

・局採用職員の本局係長級等の登用を継続して実施する。

・現制度において再任用職員を活用することができる業務内容及び業務量についての精査を行う。

④職員の新規採用の検討 　平成18年度以降、職員の新規採用を凍結してきたが、輸送の安全確保を前提とした事業運営を継続して行うた
め、必要最小限の地下鉄関係職員の採用を行っていく。

　地下鉄関係職員の採用再開に向け、検討を進める。

⑤安全性の確保を前提とした効率化 改革３－⑥ 　大阪市交通事業中期経営計画（平成19年度～23年度）や、バス事業におけるアクションプラン（平成21年度～
27年度）に基づく効率化を推進するとともに、平成23年度中に新たな中期経営計画を策定し、引き続き、安全性
の確保を前提とした効率化に取り組む。
また、民間事業者の生産性を踏まえた客観性のある指標を設定し、さらなる生産性の向上に努める。
・地下鉄部門
　保守管理体制の見直しや事業所の統廃合などにより、平成23年度～27年度で93名の効率化を図る。
・バス部門
　管理委託の拡大や抜本的な路線再編、営業所の統廃合により、平成23年度～27年度で380名の効率化を図
る。
・一般管理部門
　庶務業務等の見直しによる効率化により、平成23年度～27年度で７名の効率化を図る。

　安全性の確保に十分留意しながら、大阪市交通事業中期経営計画やアクションプランに基づき、効率化を実施す
る。
・効率化計画　216名
　　地下鉄部門　　　　19名
　　バス部門　　　　　192名
　　一般管理部門　　　 5名
・これにより、大阪市交通事業中期経営計画に掲げた効率化計画（計画期間中に全事業で443名）については、計
画通り達成できる見込みである。

⑥職員数の削減 改革３－⑥ 　事業の継続的・安定的な運営に必要な要員を確保しつつ、安全性の確保を前提とした効率化に引き続き取り
組むことなどにより、職員数の削減を図る。

　　　　　　　　　平成21年度末　　　平成22年度末　　　平成27年度末
　交通局全体　　　　6,901名　　　　　　　6,847名　　　　　約 6,500名
　地下鉄事業　　　　5,875名　　　　　　　5,863名　　　　　約 5,900名
　バス事業　　　　　 1,026名　　　　　　　  984名　　　　　約 　600名

　安全性の確保に十分留意しながら、大阪市交通事業中期経営計画やアクションプランに基づき、効率化を実施す
ることなどにより、職員数を削減する。
・効率化計画　216名 【再掲】
　　地下鉄部門　　　　19名
　　バス部門　　　　　192名
　　一般管理部門　　　 5名

・職員数
　　　　　　　　平成18年度末　　　平成23年度末
　交通局全体　　　7,385名　　　　　　6,739名
　地下鉄事業　　　6,151名　　　　　　5,800名
　　バス事業　　　1,234名　　　　　　　939名

・これにより、大阪市交通事業中期経営計画に掲げた職員数の削減目標（平成23年度末に交通局全体で6,900名、
うち地下鉄事業約5,900名、バス事業約1,000名）は計画通り達成できる見込みである。

Ⅱ　持続可能な行財政基盤構築に向け、見直しを進める主な取組 様式３

6,151名

5,800名

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

地下鉄事業

約5,900名

1,234名

939名

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

バス事業

約1,000名
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【組織・体制の見直し・再構築】

取組項目
新たな市政改
革との関連

取組の方針・目標内容
（いつまでにどのようなことをめざして取り組むのか）

平成23年度の取組内容

Ⅱ　持続可能な行財政基盤構築に向け、見直しを進める主な取組 様式３

6,151名

5,800名

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

地下鉄事業

約5,900名

1,234名

939名

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

バス事業

約1,000名

⑦「お客さま第一主義」の実践に向け、自ら素養を磨き、考え行動でき
るプロ意識を持った人材の育成

・よりよい人材育成のための体系・プランづくり
・職員それぞれが、職務面だけでなく、社会人として個人のキャリア形成も意識し、成長し続けるための支援
・経営理念である「お客さま第一主義」の浸透により職場風土の改革に取り組む

・明確化された職種・職位に必要な能力・知識をさらに向上することを目的とした研修を実施
・経営理念である「お客さま第一主義」を全職員に浸透させるための研修を実施し、引き続き職員の意識の向上を
図る

⑧全職員が日常の「気づき」を共有できる仕組みづくり お客さま視点掲示板「ＣＵＳTＯＭＥＲ’Ｓ　ＥＹＥ］の継続的な実施
　各年度ごとに実施状況を検証し「活力ある組織づくり」に向けた取組みを行う
　　・投稿件数の増加に向けた取組み
　　・「気づき」に対する共有化の強化
　　・投稿内容に対する対応の促進

・お客さま視点掲示板「ＣＵＳTＯＭＥＲ’Ｓ　ＥＹＥ］を継続実施し、投稿数の増加に向け全職員が「ＣＵSTOMER’Ｓ
ＥＹＥ］の制度を理解するよう周知・ＰＲを行い、「気づき」の浸透・定着を図る。
・投稿内容を月別、所属別に分けて情報発信を行い投稿に対する対応を促進する。

⑨外郭団体の改革 改革３－③ 　平成２７年度を達成年度とする新たな外郭団体改革計画に掲げる下記の主な取組みを推進する。
①外郭団体の統廃合の検討
　  ・鉄道関連事業とバス関連事業の効果的な統合を検証したうえで、効率的な 経営を行うた
　　 め、交通局所管３団体の統合を検討する。
　  ・まずは、同じ地下鉄事業を補完する団体である㈱大阪メトロサービスと交通サービス㈱の
　　 統合について、平成２３年度以降３年以内を目途に取り組む。
②人的関与の見直し
　  ・外郭団体への派遣職員数の見直し
　　　  派遣職員数を平成２７年度までに平成２２年度（２６名）の半数以下にすることを目標に
　　　  取り組む。
　  ・外郭団体における本市ＯＢ役職員ポストの見直し
　　　  本市ＯＢの就任が必要なもの以外は、平成２３年度以降順次民間人、本市ＯＢを問わず
　　　  広く募集手続を行う。
　  　   満６５歳を超える本市ＯＢ職員の雇用について、平成２５年度初期に解消を図る。
　  ・本市ＯＢが就任する外郭団体役員に関する報酬基準を引き下げ
　　　  平成２３年度中に社長は９００万円以下、取締役は６３０万円以下になるよう見直す。
③財政的関与の見直し
　  ・外郭団体への委託事業の見直し
　　　　必要性の再精査や競争的手続きの導入により、平成２７年度までに交通局所管外郭
　　　　団体総体で委託料総額を３０％削減、競争性の無い随意契約による委託料を５０％削
　　　　減する。
　 ・資本的関与の見直し
　　　  本市への利益還元の観点から適正な配当を求めるとともに、平成２３年度から外郭団
　　　  体の資産調査を行い、団体資産の有効活用を図る。

①外郭団体の統廃合の検討
　  ・㈱大阪メトロサービスと交通サービス㈱の統合にかかる具体的検討を進める。

②人的関与の見直し
　  ・人材データバンクを活用する。
　  ・本市ＯＢが就任する外郭団体役員の報酬の見直しを図る。
　  ・業務内容の精査による民間外注化や民間人の有期雇用を行うことなどにより、満６５歳
　　  以上の本市ＯＢ職員数の縮減を図る。

③財政的関与の見直し
　  ・現在把握している繰越利益のうち配当可能なものについて利益還元を求める。
 　 ・本市の方針に沿って団体資産の分析などの調査を実施する。

6,151名

5,800名

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

地下鉄事業

約5,900名

1,234名

939名

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

バス事業

約1,000名
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【財政収支の改善】

取組項目
新たな市政改
革との関連

取組の方針・目標内容
（いつまでにどのようなことをめざして取り組むのか）

平成23年度の取組内容

①「新中期経営計画（仮称）」の策定及び実施 改革３－④・３－⑥ 　平成23年度中に現在の中期経営計画に続く新たな中期経営計画を策定し、実施する。 ・平成23年度を計画終了年度とする現在の中期経営計画の着実な実施に取り組む。
・引き続き、効率的な事業運営に努めるとともに、市営交通社会貢献等戦略プラン（平成22年度中策定予定）や市
営バス事業の改革プラン「アクションプラン」に基づく具体的施策を盛り込んだ新たな中期経営計画を策定する。

②安全性の確保を前提とした費用の縮減 改革３－⑥
　
・建替え時期に差し掛かっている森之宮検車場の車両工場部分について、平成27年度を目指し、緑木検車場の
車両工場機能の増強等を行うことによって、車両工場部門を一元化し、効率化を進める。

・平成27年度予定の車両工場部門の一元化に向けて、緑木検車場の工場機能増強等に必要な設備の仕様及び詳
細な工程の検討を進める。
・四つ橋線と中央線を結ぶ車両回送用連絡トンネルの土木工事については、平成25年度の完成予定に向け、工事
の進捗を図る。

・バス事業の管理委託については、市営バス事業の改革プラン「アクションプラン」に基づき、徹底したコスト削減
策の１つとして、平成23年度に事業規模の２分の１を超えて、平成27年度までに３分の２までの拡大を完了させ
る。

（達成目標）　委託比率及び収支改善効果

　
　平成23年度末に事業規模の2分の1を超える管理委託の拡大を実施する。

　　・平成23年4月 　新たにバス車両18両を委託し、管理委託の拡大を行う。
　　　　　委託比率　46.3％→49.2％（349／710両）
　　　　　効果額　　2億円
　　　　　効率化　　36人
 
　　・より一層安全性の向上に取り組み、法令に定められる委託比率２分の１を超えるための要件のひとつ
　　 である「自らの責による重大事故がないこと」を達成する。

　　・平成24年3月　新たにバス車両40両を委託し、事業規模の2分の1を超える管理委託を実施する。
　　　　　委託比率　49.2％→57.0％（389／683両）
　　　　  効果額　    3億円
           効率化　    80人

　　○管理委託比率及び収支改善効果
　　　　　平成21年度末　46.3％→平成23年度末57.0％（収支改善効果　4億円※）
　　　　　※平成24年3月に行った管理委託拡大による効果額は平成24年度に反映される。

・平成23年度中に、分析結果を基に費用縮減の観点からの地下鉄ダイヤの改正の必要性について判断する。
　※ダイヤ改正の必要があると判断した場合は、平成24年度以降の実施を検討する。

・沿線での私鉄開業後の状況及び交通調査結果を基に現行ダイヤの比較分析を行い、費用縮減の観点からのダ
イヤ改正の必要性について判断する。

③コスト削減に向けた調達手法の検討   交通事業者の視点から、現行の調達手法・プロセスを検証し、法制度との整合性や透明性の確保にも十分留
意しながら、より効率的でコスト削減に結びつく手法の可能性について検討。
（達成目標）
　　よりスケールメリットを活かせる手法等を各所属と連携を図りながら精査・検証し、可能なものから実施する。
　　　　・　本市等の手法も参考にして事務用品等の調達方法の見直し
　　　       　     平成２３年度→手法や品目を精査・検証し、局内での検討を完了
                    平成２４年度～平成２７年度→可能なものから順次実施
　　　　・　地下鉄車両の複数編成の一括発注
                    平成２３年度→発注に向けての検討
                    平成２４年度～→発注(随時）

・　本市等の手法も参考にして事務用品等の調達方法の見直し
　　手法や品目を精査・検証し、局内での検討を完了

・   地下鉄車両の複数編成の一括発注について、実施を検討

④企業債残高の縮減 改革３－⑤
　
　投資の適正化や資本コストの抑制などによる企業債発行の抑制のほか、公的資金補償金免除繰上償還制度
を活用して平成22～24年度に695億円を繰上償還することなどにより、企業債残高の縮減を図る。

　（達成目標）
　　・企業債残高
　　　　地下鉄事業
　　　　　平成21年度末 6,875億円→平成27年度末　約5,900億円（14％減）
　　　　バス事業
　　　 　 平成21年度末   200億円→平成27年度末　　約100億円（50％減）
　　・繰上償還による軽減利息額
　　　　平成23年度～27年度　111億円

　投資の適正化などの進捗管理を行い、企業債発行の抑制を図るとともに、公的資金補償金免除繰上償還制度の
活用により、企業債残高の縮減を図る。

　　・地下鉄事業において、公的資金補償金免除繰上償還制度の活用により、企業債258億円を繰上償還する。
　　・繰上償還による軽減利息額 11億円

　　・企業債残高
　　　　地下鉄事業　平成18年度末　8,070億円 → 平成23年度末　6,164億円 （24％減）
　　　　バス事業　　  平成18年度末　  220億円 → 平成23年度末　  164億円 （25％減）

Ⅱ　持続可能な行財政基盤構築に向け、見直しを進める主な取組 様式３

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 3億円 6億円 11億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 4億円 7億円 12億円 14億円 17億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

8,070億円

6,627億円

6,164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

地下鉄事業

220億円

192億円

164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

バス事業

225億円

211億円

194億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

用地名 売却額

九条用地 1,495百万円

木津用地 1,172百万円

古市用地 351百万円

西九条用地 13百万円

合　計 3,031百万円

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

繰　　入　　金 0 3,029 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

出　　資　　金 5,300 0 0 0 0 0 0

借　　入　　金 0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195一　　般　　会　　計　　補　　助

地
下
鉄
会
計

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

0 3,577 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195

繰　　　入　　　金

借　　　入　　　金

コミュニティ系バス運営費補助

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%
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【財政収支の改善】

取組項目
新たな市政改
革との関連

取組の方針・目標内容
（いつまでにどのようなことをめざして取り組むのか）

平成23年度の取組内容

Ⅱ　持続可能な行財政基盤構築に向け、見直しを進める主な取組 様式３

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 3億円 6億円 11億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 4億円 7億円 12億円 14億円 17億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

8,070億円

6,627億円

6,164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

地下鉄事業

220億円

192億円

164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

バス事業

225億円

211億円

194億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

用地名 売却額

九条用地 1,495百万円

木津用地 1,172百万円

古市用地 351百万円

西九条用地 13百万円

合　計 3,031百万円

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

繰　　入　　金 0 3,029 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

出　　資　　金 5,300 0 0 0 0 0 0

借　　入　　金 0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195一　　般　　会　　計　　補　　助

地
下
鉄
会
計

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

0 3,577 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195

繰　　　入　　　金

借　　　入　　　金

コミュニティ系バス運営費補助

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

⑤退職給付引当金の導入などの検討 ○現在、毎年数十人程度の退職となっているが、７～８年後には年間200人以上の退職が見込まれることから、
発生主義の損益計算の観点から退職給付引当金の導入を検討する。

(達成目標）
　現在、国の「地方公営企業会計制度等研究会」の報告書において、「退職給付引当金の引当てを義務化」する
とし、法の整備を行ったうえで、２～３年後(～平成２５年度）に施行される予定であり、遅くとも法が整備されれば
すみやかに導入する。

　
○退職給付引当金の導入に際しては、
・人事交流に伴う一般会計と当局の負担区分を明確にすること
・国の「地方公営企業会計制度等研究会」の報告書において、その中で基本的な方針として、「退職給付引当金の
引当てを義務化」とされていること
　など、導入に際しての課題や国の動向を踏まえながら、検討を進める。

⑥アクションプランに基づくバス事業の経営改善の取組 改革３－④・３－⑥ (管理委託の拡大）
　バス事業の管理委託については、市営バス事業の改革プラン「アクションプラン」に基づき、徹底したコスト削減
策の１つとして、平成23年度に事業規模の２分の１を超えて、平成27年度までに３分の２までの拡大を完了させ
る。
【再掲】

　

○平成23年度末に事業規模の2分の1を超える管理委託の拡大を実施する。

　　・平成23年4月 　新たにバス車両18両を委託し、管理委託の拡大を行う。
　　　　　委託比率　46.3％→49.2％（349／710両）
　　　　　効果額　　2億円
　　　　　効率化　　36人
 
　　・より一層安全性の向上に取り組み、法令に定められる委託比率２分の１を超えるための要件のひとつ
　　 である「自らの責による重大事故がないこと」を達成する。

　　・平成24年3月　新たにバス車両40両を委託し、事業規模の2分の1を超える管理委託を実施する。
　　　　　委託比率　49.2％→57.0％（389／683両）
　　　　  効果額　    3億円
           効率化　    80人

　管理委託比率及び収支改善効果
　　　平成21年度末　46.3％→平成23年度末57.0％（収支改善効果　4億円※）
　　　※平成24年3月に行った管理委託拡大による効果額は平成24年度に反映される。

（早期退職者制度の導入）早期退職者制度の導入について検討する 　早期退職者制度の導入について検討する

（未利用地や他会計への賃貸地の売却処分）
・事業資産の見直しによる未利用地や他会計への賃貸地の売却処分
　アクションプラン期間中（平成27年度まで）、事業の見直しに応じて随時実施

　　これまでの取組み
　　　　　平成21年度に 九条用地、木津用地、古市用地及び西九条用地の売却            売却額　3,031百万円

・事業資産の見直しによる未利用地や他会計への賃貸地の売却処分
　　平成23年度売却予定　　阿倍野東用地外４か所（職員公舎2か所含む）　予算売却額1,170百万円

（営業所の統廃合）
　・抜本的な路線再編に伴い事業規模を見直すにあたって、さらなる統廃合を検討
　　・平成２１年度末に１営業所（古市営業所）を廃止
　　・抜本的な路線再編に伴い事業規模を見直すにあたって、さらなる営業所の統廃合を行う
　　　統廃合となる営業所の選定については、土地売却による収益の他、事務所の庶務、運行管理にかかる人件
費や　建物等の維持管理費等の縮減など収支改善効果のほか、営業所が廃止となった地域のバス路線を、他
の営業所がカバーして運行することにより回送ロスにかかる運行経費の増嵩などを総合的に検証するとともに、
抜本的な路線再編との整合性も見極めながら、より効率的な施設配置となるよう検討する。

　土地売却による収益の他、事務所の庶務、運行管理にかかる人件費や建物等の維持管理費等の縮減など収支
改善効果のほか、営業所が廃止となった地域のバス路線を、他の営業所がカバーして運行することにより回送ロス
にかかる運行経費の増嵩などを総合的に検証するとともに、抜本的な路線再編との整合性も見極めながら、より効
率的な施設配置となるよう検討し、その結果に基づき統廃合となる営業所の選定を行う。

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 3億円 6億円 11億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 4億円 7億円 12億円 14億円 17億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

8,070億円

6,627億円

6,164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

地下鉄事業

220億円

192億円

164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

バス事業

225億円

211億円

194億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

用地名 売却額

九条用地 1,495百万円

木津用地 1,172百万円

古市用地 351百万円

西九条用地 13百万円

合　計 3,031百万円

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

繰　　入　　金 0 3,029 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

出　　資　　金 5,300 0 0 0 0 0 0

借　　入　　金 0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195一　　般　　会　　計　　補　　助

地
下
鉄
会
計

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

0 3,577 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195

繰　　　入　　　金

借　　　入　　　金

コミュニティ系バス運営費補助

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%
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【財政収支の改善】

取組項目
新たな市政改
革との関連

取組の方針・目標内容
（いつまでにどのようなことをめざして取り組むのか）

平成23年度の取組内容

Ⅱ　持続可能な行財政基盤構築に向け、見直しを進める主な取組 様式３

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 3億円 6億円 11億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 4億円 7億円 12億円 14億円 17億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

8,070億円

6,627億円

6,164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

地下鉄事業

220億円

192億円

164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

バス事業

225億円

211億円

194億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

用地名 売却額

九条用地 1,495百万円

木津用地 1,172百万円

古市用地 351百万円

西九条用地 13百万円

合　計 3,031百万円

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

繰　　入　　金 0 3,029 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

出　　資　　金 5,300 0 0 0 0 0 0

借　　入　　金 0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195一　　般　　会　　計　　補　　助

地
下
鉄
会
計

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

0 3,577 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195

繰　　　入　　　金

借　　　入　　　金

コミュニティ系バス運営費補助

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

⑥アクションプランに基づくバス事業の経営改善の取組 改革３－④・３－⑥ （利用促進策の推進）
・利用促進、増収に向けたバスサービスの提供
　・運行回数の増回や運行時間帯の拡大
　・パターンダイヤの導入
　

・インフォメーションの充実・強化
　・バスを利用していただくためのアプローチの総点検
　・バス停留所の情報機能の強化

・利用促進、増収に向けたバスサービスの提供
　・運行回数の増回や運行時間帯の拡大
　　ご利用が多く見込める系統の運行回数の増回や始発時刻の繰り上げ、終発時刻の繰り下げなどを実施
　　　【23年度実施系統数未定、21年度実施系統数21系統】
　・パターンダイヤの導入
　　わかりやすく利用しやすいよう昼間時間帯などで毎時同時分発となるパターンダイヤを導入
　　　【23年度実施系統数未定、21年度実施系統数1系統】

・インフォメーションの充実・強化
　・バスを利用していただくためのアプローチの総点検
　　初めて大阪市に来られた方やバスを利用したことがない方の視点でバスを利用したいと感じてもらえるよう
　　改善（観光地へのｱｸｾｽPRﾁﾗｼの配布など）
　・バス停留所の情報機能の強化
　　一部停留所や操車場においてポケット時刻表などを提供
　　　【22年度４操車場において時刻表提供開始見込】

・新規利用者の獲得などバス利用促進策の推進
　・バス利用促進プロジェクトチームの設置
 　 ・「市営交通おでかけマップ」の転入者への配布
　　・ICｶｰﾄﾞPR
　　・営業所を拠点とした地域住民との交流
　　・ｲﾍﾞﾝﾄ開催時における市ﾊﾞｽｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟPR

・新規利用者の獲得などバス利用促進策の推進
　・バス利用促進プロジェクトチームによる取組
　　平成22年4月に「利用促進プロジェクトチーム」を設置し、平成23年度末までの間、利用促進策の提案、
　　検討、推進を重点的に図る
   　 ・「市営交通おでかけマップ」の転入者への配布
　　　　大阪市区内への転入者を対象に区役所で配布し、バスの積極的な利用を促進する
　　　　【23年度実施区数未定、22年度23区実施見込】
　　　・ICｶｰﾄﾞPR
　　　　PiTaPaのPRにより個別交通からﾊﾞｽ利用への転換を促進。また、定期券や回数券からの移行促進
　　　　にも積極的に取り組む
　　　　【バス利用促進を内容とした車内ポスター、チラシによる情報掲出】
　　　・営業所を拠点とした地域住民との交流
　　　　地域住民との積極的な交流を目的として見学会などの開催を企画
　　　　【23年度実施回数未定、22年度1回実施】
　　　・ｲﾍﾞﾝﾄ開催時における市ﾊﾞｽｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟPR
　　　　市営交通ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙなどの催しにおいて、ﾊﾞｽ車両の展示のみでなく、ﾊﾞｽ事業の歴史や安全ｻｰﾋﾞｽへの
　　　　取組みなどもPRし、市ﾊﾞｽに対するｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟを図る
　　　　【9月期スルッとＫＡＮＳＡＩバスまつり、11月期市営交通フェスティバル等を予定】
　　　・ｱﾝｹｰﾄ集約結果に基づく取り組み案の検討
　　　　路線図や時刻表の情報提供内容の見直しや、配布方法の検討

（事業規模・サービス水準の見直し）
　市営バス事業の改革プラン「アクションプラン」に基づき、徹底したコスト削減や増収対策の取組みを前提に、路
線の責任分担の明確化を図るとともに、将来的に持続可能な事業規模・サービス水準への見直しを図る。

・　利用実態や経済性及び公共性の観点からの評価を踏まえたうえで、路線の機能や利用形態に応じた
　タイプ別分類のもと、持続可能な事業規模・サービス水準に見直す。
　　見直しにあたっては、市民生活に著しい影響を与えることのないよう、バスと地下鉄の一体的なネ
　ットワークの維持に努めながら、タイプ別の機能をより発揮できる合理的で利用しやすい路線・ネッ
　トワークを構築する。

・　その他、需要動向の変動や需給バランスに配慮しながら、適宜、路線再編や運行ダイヤの調整を行
　い､輸送の効率性を高めていく。

・　赤バスについては、一定の目標値（走行キロあたり乗車人員2.2人）を設定しながら地域とともに
　利用促進に努め、あわせて抜本的な路線再編の基礎となる需要の検証を行う。
　　その結果、目標値を超える利用がある場合は、使用車両や料金は改めて検討したうえでバスサービ
　スを維持する。
　　また、目標値を超える利用がない場合は、まずは一般バスの路線再編で需要に応じた配慮を行い、
　それでも対応できない地域の移動ニーズがある場合には、市営バス以外の移動手段について、地域で
　の議論を踏まえた対応策の検討を行う。

・　赤バスについては、平成22年度から引き続き、区役所と連携し、利用者や地域の方々から様々なご
　意見をお伺いしながら、必要に応じて運行回数や運行ルートの見直しを行うなど地域の実情に応じた
　利用促進の取組みを進める。
　　また、４半期ごとに利用実績を公表するとともに、検証の期間を設定し、目標値である「走行キロ
　あたり乗車人員2.2人」に達成しているか検証を行う。

・　平成23年度末に、タイプ別の機能が発揮できる合理的で利用しやすい路線・ネットワークの構築に
　向けて、企業性を十分に発揮できるよう、交通ネットワークの基盤を確立する幹線系路線を中心とし
　た一般バスの路線再編を行う。

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 3億円 6億円 11億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 4億円 7億円 12億円 14億円 17億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

8,070億円

6,627億円

6,164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

地下鉄事業

220億円

192億円

164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

バス事業

225億円

211億円

194億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

用地名 売却額

九条用地 1,495百万円

木津用地 1,172百万円

古市用地 351百万円

西九条用地 13百万円

合　計 3,031百万円

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

繰　　入　　金 0 3,029 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

出　　資　　金 5,300 0 0 0 0 0 0

借　　入　　金 0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195一　　般　　会　　計　　補　　助

地
下
鉄
会
計

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

0 3,577 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195

繰　　　入　　　金

借　　　入　　　金

コミュニティ系バス運営費補助

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%
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【財政収支の改善】

取組項目
新たな市政改
革との関連

取組の方針・目標内容
（いつまでにどのようなことをめざして取り組むのか）

平成23年度の取組内容

Ⅱ　持続可能な行財政基盤構築に向け、見直しを進める主な取組 様式３

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 3億円 6億円 11億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 4億円 7億円 12億円 14億円 17億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

8,070億円

6,627億円

6,164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

地下鉄事業

220億円

192億円

164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

バス事業

225億円

211億円

194億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

用地名 売却額

九条用地 1,495百万円

木津用地 1,172百万円

古市用地 351百万円

西九条用地 13百万円

合　計 3,031百万円

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

繰　　入　　金 0 3,029 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

出　　資　　金 5,300 0 0 0 0 0 0

借　　入　　金 0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195一　　般　　会　　計　　補　　助

地
下
鉄
会
計

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

0 3,577 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195

繰　　　入　　　金

借　　　入　　　金

コミュニティ系バス運営費補助

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

⑥アクションプランに基づくバス事業の経営改善の取組 改革３－④・３－⑥ （路線の責任分担の明確化）

    抜本的な路線再編にあたっては、「新たなタイプ別分類」に基づき、企業として経済性を発揮する
  範囲と、行政として公共性の観点から維持する範囲を明確化するなど費用負担を含めたタイプ別の責
  任分担のもと、路線・サービスの設計や運営を行っていく。
　
 　・幹線系路線は、原則として他からの助成に頼ることなく、自らの責任で利用者の拡大、利便性の
     向上を目指す。

　・フィーダー系路線は、市営交通のネットワーク体系を強化すべき路線であることから、地下鉄事業
    から繰入を行う。

　・地域系及びコミュニティ系路線については、採算性は低いものの、市民サービスとしての必要性が
    高い路線であることから、一般会計の助成を受けて運営する。

  　地下鉄事業からの繰入金、借入金及び一般会計からの補助金の見込額

　　                                                                       ※平成２３年度以降はアクションプランベース

　　・路線のタイプ別分類に基づき、地下鉄事業からの繰入及び借入を実施する。
　　　　　　予算額（概計）
　  　　　　・　繰入金　　 3,407百万円
　　　　　　　　（内訳）
　　　　　　　　　　  地下鉄・バス乗継割引相当額　　　872百万円
　　　　　　　　　　　フィーダー系運営欠損相当額　　2,390百万円
　　　　　　　　　　　一般会計分担金相当額　　　　     145百万円
　
           　・　借入金　　 3,079百万円

    ・抜本的路線再編に向けて、タイプ別分類に基づき、行政として維持すべき路線について、今後とも一般会計
  から必要な補助を受けながら運営できるよう、関係局とともに協議・検討を進める。
　     　[予算額（概計）　コミュニテイ系バス運営費補助　　　1,513百万円]

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 3億円 6億円 11億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 4億円 7億円 12億円 14億円 17億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

8,070億円

6,627億円

6,164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

地下鉄事業

220億円

192億円

164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

バス事業

225億円

211億円

194億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

用地名 売却額

九条用地 1,495百万円

木津用地 1,172百万円

古市用地 351百万円

西九条用地 13百万円

合　計 3,031百万円

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

繰　　入　　金 0 3,029 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

出　　資　　金 5,300 0 0 0 0 0 0

借　　入　　金 0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195一　　般　　会　　計　　補　　助

地
下
鉄
会
計

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

0 3,577 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195

繰　　　入　　　金

借　　　入　　　金

コミュニティ系バス運営費補助

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%
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【財政収支の改善】

取組項目
新たな市政改
革との関連

取組の方針・目標内容
（いつまでにどのようなことをめざして取り組むのか）

平成23年度の取組内容

Ⅱ　持続可能な行財政基盤構築に向け、見直しを進める主な取組 様式３

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 3億円 6億円 11億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 4億円 7億円 12億円 14億円 17億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

8,070億円

6,627億円

6,164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

地下鉄事業

220億円

192億円

164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

バス事業

225億円

211億円

194億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

用地名 売却額

九条用地 1,495百万円

木津用地 1,172百万円

古市用地 351百万円

西九条用地 13百万円

合　計 3,031百万円

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

繰　　入　　金 0 3,029 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

出　　資　　金 5,300 0 0 0 0 0 0

借　　入　　金 0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195一　　般　　会　　計　　補　　助

地
下
鉄
会
計

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

0 3,577 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195

繰　　　入　　　金

借　　　入　　　金

コミュニティ系バス運営費補助

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

⑦増収対策 ⑦増収への積極的な取り組み。
ア　事業資産の見直しによる未利用地の処分や事業資産の転活用などの有効利用
         事業資産の見直しにより生み出される余剰地のうち、利用計画等のない用地については本市「未利用
　　地活用方針」に基づく未利用地の処分や事業資産の転活用などの有効利用を行う。
イ　積極的なスペースの創出による店舗展開
　（ア）　市民・お客さまへの、質の高いサービスの提供と収益向上を図るため、駅の大規模改造工事にあわ
　　　　せて、御堂筋線梅田、なんば、天王寺駅の３駅において本格的な「駅ナカ」事業に取り組み、平成26年
　　　　度までに店舗展開を図る。
　（イ）　社会経済情勢の変化から売上の減尐が続く駅構内の売店について、㈱大阪メトロサービスを活用し、
　　　　平成25年度を目途にミニコンビニ等への業態変更や専門店への転換を進める。
　　（達成目標）
　　・賃貸料について
　　　平成27年度までに平成21年度比20％増
　　　　平成21年度　　　25.8億円　　⇒　　平成27年度　　約31億円
ウ　広告料収入の確保
　　　経済情勢の悪化から広告料の減尐が続くなか、広告媒体の積極的な販売促進及び新規広告媒体の開発
　による広告主にとって魅力ある商品の販売により広告料収入の確保を図る。
　　（達成目標）
　　・広告料について
　　　平成27年度までに平成21年度決算水準の確保（戦略的広報の広告効果3億円含む）
　　　平成21年度　　　52.3億　　⇒　平成27年度　約52.3億円（戦略的広報の広告効果3億円含む）
　　　　　（長期的には平成18年度水準（63億円）の回復と戦略的広報の広告効果3億円を加え、66億円を目指
す。）

⑦
ア　事業資産の見直しによる未利用地の処分や事業資産の転活用などの有効利用
　　　平成23年度処分予定　　阿倍野東用地外５か所　予算額　３，１９０百万円

イ　積極的なスペースの創出による店舗展開
　(ｱ）　御堂筋線梅田駅、なんば駅、天王寺駅において、駅ナカ事業の運営管理者を選定し、店舗計画の策定
　　　を行う。

　（ｲ）　梅田駅北の売店について業態変更を行う。

ウ　広告料収入の確保
　　　広告媒体の積極的な販売促進及び広告主にとって魅力ある商品の開発に取り組むとともに、料金体系の
    見直しを検討していく。
　　　広告料の増収を目指すほか、駅構内などの広告媒体を有効活用し、観光施策や企業の環境保全の取り
　　組みなどの情報発信を積極的に行う。

⑧これら②～⑦の取組により、右記の財務目標を設定し、経営基盤の
強化を図る。

改革３－④・３－⑥ 　財務目標
⑴地下鉄事業
・累積欠損金が平成22年度末に解消する見込みであるが、引き続き効率的な事業運営に取り組むことにより、今
後も継続的に単年度黒字を確保する。

⑵バス事業
・市営バス事業の改革プラン「アクションプラン」に基づき「徹底したコスト削減、増収対策」「事業規模・サービス
水準の見直し」「路線の責任分担の明確化」の３つの柱に取り組むことにより、平成27年度までに収支の均衡を
図る。また、資金不足比率は経営健全化基準(20％)を継続的にクリアする。

⑴地下鉄事業
　引き続き効率的な事業運営に取り組み、単年度黒字を確保する。
　　当年度損益：平成23年度予算 171億円
　　未処分利益剰余金：平成23年度予算309億円

⑵バス事業
　アクションプランに掲げた方策を着実に実施することにより、抜本的な経営改善を図り、経常損益及び資金不足比
率の改善を目指す。
　　経常損益：平成21年度予算 ▲73億円 → 平成23年度予算 ▲30億円
　　資金不足比率：平成18年度決算 24.0％ → 平成23年度予算 解消

　　減価償却費等を除いた経常経費　平成18年度決算 225億円 → 平成23年度予算 194億円

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 3億円 6億円 11億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 2億円 2億円 4億円 7億円 12億円 14億円 17億円

委託比率 46.3% 46.3% 57.0% 60.8% 60.8% 64.3% 66.7%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

24.0%

29.8%

6.0%

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（見込）

23年度

（予算）

（23年度目標 7.7％）

※ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ

8,070億円

6,627億円

6,164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

地下鉄事業

220億円

192億円

164億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

バス事業

225億円

211億円

194億円

18年度

23年度

（目標）

23年度

（予算）

用地名 売却額

九条用地 1,495百万円

木津用地 1,172百万円

古市用地 351百万円

西九条用地 13百万円

合　計 3,031百万円

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

繰　　入　　金 0 3,029 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

出　　資　　金 5,300 0 0 0 0 0 0

借　　入　　金 0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195一　　般　　会　　計　　補　　助

地
下
鉄
会
計

(単位：百万円)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

0 3,577 3,557 3,471 2,980 2,799 2,746

0 1,941 1,483 1,638 1,730 753 39

1,657 1,581 1,587 1,498 1,396 1,216 1,195

繰　　　入　　　金

借　　　入　　　金

コミュニティ系バス運営費補助

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

収支改善効果 1億円 1億円 2億円 5億円 10億円 12億円 13億円

委託比率 46.3% 46.3% 50.2% 50.2% 60.8% 64.3% 66.7%

31


	p1ア　局配分予算算定案
	p2,3,4イ　主要事業の概要
	p5ウ　新規・拡充事業(主なもの)
	p6 局運営方針　様式１
	p7-12局運営方針　様式２（戦略１）
	p13-22局運営方針　様式２（戦略２）
	p23 局運営方針　様式２（戦略３）
	p24-31局運営方針　様式３
	h23yo_kate5i.pdf
	p1ア　局配分予算算定案
	p2,3,4イ　主要事業の概要
	p5ウ　新規・拡充事業(主なもの)
	p6 局運営方針　様式１
	p7-12局運営方針　様式２（戦略１）
	p13-22局運営方針　様式２（戦略２）
	p23 局運営方針　様式２（戦略３）
	p24-31局運営方針　様式３




